
別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 知

事

専決者

名 部

長

局

長

課

長

ブ

ラ

ン

ド

戦

略

課

１ 省略

２ 米穀

等の取

引等に

係る情

報の記

録及び

産地情

報の伝

達に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 必要な措置の勧告（第９

条第１項、第１１条第１１項、

米穀等の取引等に係る情報

の記録及び産地情報の伝達

に関する法律施行令（以下

この部において「政令」と

いう。）第７条第１項第１

号）

○

２ 勧告に係る措置命令（第

９条 第２項、第１１条 第１１

項、政令第７条第１項第２

号）

○

３ 報告の徴収及び立入検査

（第１０条第１項、第１１条第

１１項、政令

第７条第１

項第３号、第４号）

○

４ 消費者庁長官及び農林水

産大臣への報告（政令第７

条第３項、第４項）

○

５ 省略

３・４

省略

備考 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２３年７月１日から施行する。

��������������
�愛媛県訓令第４号

各 地 方 機 関

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 知

事

専決者

名 部

長

局

長

課

長

ブ

ラ

ン

ド

戦

略

課

１ 省略

２ 米穀

等の取

引等に

係る情

報の記

録及び

産地情

報の伝

達に関

する法

律の施

行に関

する事

務
１ 報告の徴収及び立入検査

（第１０条第１項、第１１条第

１１項、米穀等の取引等に係

る情報の記録及び産地情報

の伝達に関する法律施行令

（以下この部において「政

令」という。）第７条第１

項第３号、第４号）

○

２ 消費者庁長官及び農林水

産大臣への報告（政令第７

条第４項、第４項）

○

３ 省略

３・４

省略

備考 省略

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３３１



（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長、支局長、課長（税務室長及び出納室長を含む。

以下同じ。）又は総務県民室長、東予地方局消防防災安全室

長、福祉室長、商工観光室長、地域農業室長、産地育成室長若

しくは企画検査室長（以下「室長」という。）が、常時、局長

（土木事務所及びダム管理事務所の課長にあつては、各所長）

に代わつて特に定められた範囲の事務の処理について意思の決

定を行うことをいう。

� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

区分 決裁者 代決者

第１次代決者 第２次代決者

局長の権限

に属する事

務

省略

課長 課長補佐、室長

補佐、技術課長

補佐、主幹（担

任 事 務 に 限

る。）又は課長

が指定した職員

省略

省略

２ 省略

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

省略

備考 １～３ 省略

４ 消防防災安全室（東予地方局に限る。）、福祉室、

商工観光室、支局商工観光室、地域農業室、産地育成

室、企画検査室、支局地域農業室又は支局産地育成室

に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、

「室長」とする。

�～� 省略

５ この表８の部の適用については、商工観光室（中予

地方局を除く。）又は支局商工観光室に属する事務に

係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同表

決裁区分の欄中「課長」とあるのは「室長」とし、支

局地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に係る

次に掲げるこの表の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「課長」とあるのは「支局地域農業室長」

とする。

�～� 省略

６ 省略

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長、支局長、課長（税務室長及び出納室長を含む。

以下同じ。）又は総務県民室長、東予地方局消防防災安全室

長、福祉室長、商工観光室長、地域農業室長、産地育成室長若

しくは企画検査室長（以下「室長」という。）が、常時、局長

（土木事務所及びダム管理事務所の課長にあつては、各所長）

に代わつて特に定められた範囲の事務の処理について意思の決

定を行うことをいう。

� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

区分 決裁者 代決者

第１次代決者 第２次代決者

局長の権限

に属する事

務

省略

課長 課長補佐、室長

補佐、技術課長

補佐、主幹（担

任 事 務 に 限

る。）又は課長

が指定した職員

省略

省略

２ 省略

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

省略

備考 １～３ 省略

４ 消防防災安全室（東予地方局に限る。）、福祉室、

商工観光室、支局商工観光室、地域農業室、産地育成

室、企画検査室、支局地域農業室又は支局産地育成室

に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、

「室長」とする。

�～� 省略

５ この表８の部の適用については、商工観光室（中予

地方局を除く。）又は支局商工観光室に属する事務に

係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同表

決裁区分の欄中「課長」とあるのは「室長」とし、支

局地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に係る

次に掲げるこの表の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「課長」とあるのは「支局地域農業室長」

とする。

�～� 省略

６ 省略

改 正 後 改 正 前
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別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

総

務

県

民

課

１～４４

省略

備考 １ 東予地方局においては、この表３４の部から４４の部ま

でに掲げる事務については、同表組織名の欄中「総務

県民課」とあるのは「消防防災安全室」とし、同表決

裁区分の欄中「課長」とあるのは「室長」として、同

表の規定を適用する。

２ 省略

３ 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

地

域

福

祉

課

１ 省略

２ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１～１４ 省略

１５ 保護費の費用返還及び徴収に

係る履行延期の特約等に関する

こと（愛媛県公有財産及び債権

に関する事務取扱規則第４２

条）。

○

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

３～２７

省略

備考 福祉室においては、この表組織名の欄中「地域福祉課」

とあるのは「福祉室 」とし、同表決裁区分の欄中「課

長」とあるのは「室長 」として、同表２の部１の項 か

ら５の項まで、１１の項、１４の項及び１６の項から２０の項まで

の規定を適用する。

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

総

務

県

民

課

１～４４

省略

備考

１ 省略

２ 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

地

域

福

祉

課

１ 省略

２ 生活

保護法

の施行

に関す

る事務

１～１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

３～２７

省略

備考 福祉室においては、この表組織名の欄中「地域福祉課」

とあるのは、「福祉室」とし、同表決裁区分の欄中「課

長」とあるのは、「室長」として、同表２の部の１の項か

ら５の項まで及び１１の項から１９の項まで

の規定を適用する。
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別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

産

業

振

興

課

１～４

省略

５ 農業

金融に

関する

事務

１ 省略

２ 農業改良資金に関すること。

� 省略

� 一時償還請求の決定（農業

経営に関する金融上の措置の

改善のための農業改良資金助

成法等の一部を改正する法律

（平成２２年法律第２３号。以下

この項において「改正法」と

いう。）附則第２条第１項

）

○

� 省略

３～６ 省略

６・７

省略

８ 食品

の表示

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 米穀等の取引等に係る情報の

記録及び産地情報の伝達に関す

る調査

○

９～２０

省略

備考 省略

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

室

長

企

画

検

査

室

１～３

省略

備考 東予地方局今治支局又は南予地方局八幡浜支局において

は、この表１の部２の項、２の部及び３の部に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「企画検査室」とあるのは

それぞれ「農村整備課」又は「農村整備第一課」とし、同

表決裁区分の欄中「室長」とあるのは「課長」として、同

表の規定を適用する。

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

産

業

振

興

課

１～４

省略

５ 農業

金融に

関する

事務

１ 省略

２ 農業改良資金に関すること。

� 省略

� 一時償還請求の決定（農業

経営に関する金融上の措置の

改善のための農業改良資金助

成法等の一部を改正する法律

（平成２２年法律第２３号。以下

この項において「改正法」と

いう。）附則第２条第１項、

第２項）

○

� 省略

３～６ 省略

６・７

省略

８ 食品

の表示

に関す

る事務

１・２ 省略

９～２０

省略

備考 省略

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

室

長

企

画

検

査

室

１～３

省略
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組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

森

林

林

業

課

１～３

省略

４ 治

山・林

道事業

に関す

る事務

１～８ 省略

９ 県営の治山工事の実施に必要

な補償に関すること。

� １件５００万円以上の支出を

伴うもの

○

� １件１００万円以上５００万円未

満の支出を伴うもの

○

� １件１００万円未満の支出を

伴うもの

○

５～１９

省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

管

理

課

１～２９

省略

３０ 愛媛

県立都

市公園

条例の

施行に

関する

事務

１～４ 省略

５ 休憩所等の料金等の承認（愛

媛県立都市公園条例施行規則第

９条）

○

３１～３５

省略

３６ 愛媛

県県営

住宅管

理条例

の施行

に関す

る事務

１ 公募を行わない入居（第４

条、第２３条の１６）

○

２ 入居の許可（第６条、第２３条

の１６）

○

３ 入居者の選考（第７条第２項

から第４項まで）

○

４ 入居の手続（第８条、第２３条

の１６）

○

５ 収入の申告に対する措置（第

９条の２第２項、第３項）

○

６ 家賃又は敷金の猶予又は減免

（第１０条、第１３条第２項、第２１

○

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

森

林

林

業

課

１～３

省略

４ 治

山・林

道事業

に関す

る事務

１～８ 省略

５～１９

省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

管

理

課

１～２９

省略

３０ 愛媛

県都市

公園条

例 の

施行に

関する

事務

１～４ 省略

５ 休憩所等の料金等の承認（愛

媛県都市公園条例施行規則 第

９条）

○

３１～３５

省略
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条第３項、第２１条の３第３項、

第２３条の１６）

７ 家賃及び敷金の徴収（第１２

条、第１３条第１項、第２１条第３

項、第２１条の３第３項、第２３条

の１６）

○

８ 修繕又は費用の負担の区分の

選択（第１５条第２項、第２３条の

１６）

○

９ 県営住宅の増築等の承認（第

１７条第５項、第２３条の１６）

○

１０ 同居の承認（第１７条第６項、

第２３条の１６）

○

１１ 入居承継の承認（第１７条第８

項、第２３条の１６）

○

１２ 不在時の届出の受理（第１８

条、第２３条の１６）

○

１３ 収入超過者等に関する認定

（第１９条）

○

１４ 収入超過者に対する住宅のあ

つせん等（第２１条の４）

○

１５ 明渡しの届出の受理及び検査

（第２２条第１項、第２３条の１６）

○

１６ 入居者の選定（第２３条の１３） ○

１７ 家賃の減額（第２３条の１５第１

項）

○

１８ 県営住宅駐車場の使用許可

（第２３条の１８第１項）

○

１９ 県営住宅駐車場の使用変更の

許可（第２３条の１８第２項）

○

２０ 県営住宅駐車場の使用変更の

届出書の受理（第２３条の１８第３

項）

○

２１ 県営住宅駐車場使用者の選考

（第２３条の１９）

○

２２ 県営住宅駐車場使用料の徴収

（第２３条の２０第２項）

○

２３ 県営住宅駐車場の使用の承継

の承認（第２３条の２１）

○

２４ 県営住宅駐車場の明渡しの届

出の処理（第２３条の２２）

○

２５ 駐車場使用料の猶予又は減免

（第２３条の２５）

○

２６ 立入検査（第２５条） ○

３７ 愛媛

県県営

住宅管

１ 入居決定の通知及び入居許可

証の交付（第３条、第１２条の

５）

○
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理条例

施行規

則の施

行に関

する事

務

２ 請書の受理（第６条、第１２条

の５）

○

３ 家賃の猶予又は減免の事由を

証する書類の受理（第９条、第

１２条の５）

○

４ 滅失又は毀損の報告の受理

（第１０条、第１２条の５）

○

５ 県営住宅の用途変更等の受理

（第１１条、第１２条の５）

○

６ 退去届の受理（第１２条、第１２

条の５）

○

７ 県営住宅駐車場の使用決定の

通知（第１２条の９）

○

８ 県営住宅駐車場の返還の届出

書の受理（第１２条の１２）

○

９ 駐車場使用料の猶予又は減免

の事由を証する書類の受理（第

１２条の１３第２項）

○

１０ 県営住宅の管理人の委嘱（第

１３条第１項）

○

３８ 省略

備考 中予地方局においては、この表３６の部及び３７の部に掲げ

る事務については、同表組織名の欄中「管理課」とあるの

は、「建築指導課」として、同表の規定を適用する。

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

建

築

指

導

課

３６ 省略

組 事務の 事 項 決裁区分

織 種 類 局

長

専決者

名 部

長

課

長

建

築

指

導

課

１ 愛媛

県県営

住宅管

理条例

の施行

に関す

る事務

１ 公募を行わない入居（第４

条、第２３条の１６）

○

２ 入居の許可（第６条、第２３条

の１６）

○

３ 入居者の選考（第７条第２

項、第３項、第４項）

○

４ 入居の手続（第８条、第２３条

の１６）

○

５ 収入の申告に対する措置（第

９条の２第２項、第３項）

○

６ 家賃又は敷金の猶予又は減免

（第１０条、第１３条第２項、第２１

条第３項、第２１条の３第３項、

第２３条の１６）

○

７ 家賃及び敷金の徴収（第１２

条、第１３条第１項、第２１条第３

項、第２１条の３第３項、第２３条

の１６）

○
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８ 修繕又は費用の負担の区分の

選択（第１５条第２項、第２３条の

１６）

○

９ 県営住宅の増築等の承認（第

１７条第５項、第２３条の１６）

○

１０ 同居の承認（第１７条第６項、

第２３条の１６）

○

１１ 入居承継の承認（第１７条第８

項、第２３条の１６）

○

１２ 不在時の届出の受理（第１８

条、第２３条の１６）

○

１３ 収入超過者等に関する認定

（第１９条）

○

１４ 収入超過者に対する住宅のあ

つせん等（第２１条の４）

○

１５ 明渡しの届出の受理及び検査

（第２２条第１項、第２３条の１６）

○

１６ 入居者の選定（第２３条の１３） ○

１７ 家賃の減額（第２３条の１５第１

項）

○

１８ 県営住宅駐車場の使用許可

（第２３条の１８第１項）

○

１９ 県営住宅駐車場の使用変更の

許可（第２３条の１８第２項）

○

２０ 県営住宅駐車場の使用変更の

届出書の受理（第２３条の１８第３

項）

○

２１ 県営住宅駐車場使用者の選考

（第２３条の１９）

○

２２ 県営住宅駐車場使用料の徴収

（第２３条の２０第２項）

○

２３ 県営住宅駐車場の使用の承継

の承認（第２３条の２１）

○

２４ 県営住宅駐車場の明渡しの届

出の処理（第２３条の２２）

○

２５ 駐車場使用料の猶予又は減免

（第２３条の２５）

○

２６ 立入検査（第２５条） ○

２ 愛媛

県県営

住宅管

理条例

施行規

則の施

行に関

する事

務

１ 入居決定の通知及び入居許可

証の交付（第３条、第１２条の

５）

○

２ 請書の受理（第６条、第１２条

の５）

○

３ 家賃の猶予又は減免の事由を

証する書類の受理（第９条、第

１２条の５）

○

き

４ 滅失又は毀損の報告の受理

（第１０条、第１２条の５）

○
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１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 宅地

建物取

引業法

の施行

に関す

る事務

１ 宅地建物取引主任者資格登録

に関すること。

� 省略

� 死亡等の届出の受理（第２１

条 ）

○

２ 省略

１３ 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の 事 項 決裁区分

種 類 所長 専決

者

課長

用

地

管

理

課

１～３４ 省

略

３５ 愛媛県

立都市公

園条例の

施行に関

する事務

１～３ 省略

４ 休憩所等の料金等の承認

（愛媛県立都市公園条例施

行規則第９条）

○

３６～４９ 省

略

５ 県営住宅の用途変更等の受理

（第１１条、第１２条の５）

○

６ 退去届の受理（第１２条、第１２

条の５）

○

７ 県営住宅駐車場の使用決定の

通知（第１２条の９）

○

８ 県営住宅駐車場の返還の届出

書の受理（第１２条の１２）

○

９ 駐車場使用料の猶予又は減免

の事由を証する書類の受理（第

１２条の１３第２項）

○

１０ 県営住宅の管理人の委嘱（第

１３条第１項）

○

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 宅地

建物取

引業法

の施行

に関す

る事務

１ 宅地建物取引主任者資格登録

に関すること。

� 省略

� 死亡等の届出の受理（第２１

条第１項）

○

２ 省略

１５ 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の 事 項 決裁区分

種 類 所長 専決

者

課長

用

地

管

理

課

１～３４ 省

略

３５ 愛媛県

都市公園

条例 の

施行に関

する事務

１～３ 省略

４ 休憩所等の料金等の承認

（愛媛県都市公園条例施行

規則 第９条）

○

３６～４９ 省

略
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５０ 宅地建

物取引業

法の施行

に関する

事務

１ 宅地建物取引主任者資格

登録に関すること。

� 省略

� 死亡等の届出の受理

（第２１条 ）

○

２ 省略

５１ 省略

備考 １～３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３６の部ま

で、３８の部、４３の部１の項並びに５１の部に掲げる事務

については「事業管理課」と、同表１０の部及び１１の部

に掲げる事務については「用地課」として、同表の規

定を適用する。

５ 南予地方局西予土木事務所

においては、この表組織名の欄中「用地管理課」

とあるのは、同表１の部から９の部まで及び１２の部か

ら５１の部までに掲げる事務については「事業管理課」

と、同表１０の部及び１１の部に掲げる事務については

「用地課」として、同表の規定を適用する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県訓令第５号

庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 省略

２ 地域政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

�の２ 文化の振興に関すること。

�の３ スポーツの振興に関すること。

�～� 省略

� 市町村合併 に関すること。

�～	 省略

３ 省略

４ 第１項の規定にかかわらず、東予地方局総務県民課において

は、同項第４号から第９号の２まで、第１３号、第１４号、第１８号、

５０ 宅地建

物取引業

法の施行

に関する

事務

１ 宅地建物取引主任者資格

登録に関すること。

� 省略

� 死亡等の届出の受理

（第２１条第１項）

○

２ 省略

５１ 省略

備考 １～３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所及び同地方局西予土木事

務所においては、この表組織名の欄中「用地管理課」

とあるのは、同表１の部から９の部まで及び１２の部か

ら５１の部までに掲げる事務については「事業管理課」

と、同表１０の部及び１１の部に掲げる事務については

「用地課」として、同表の規定を適用する。

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 省略

２ 地域政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

�～� 省略

� 市町村合併の推進に関すること。

�～	 省略

３ 省略

改 正 後 改 正 前
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第２０号から第２１号の１２まで及び第２１号の２２から第２３号までに掲げ

る事務を所掌する。

５ 東予地方局消防防災安全室においては、第１項第２１号の１３から

第２１号の２１までに掲げる事務を所掌する。

６ 東予地方局税務管理課においては、第３項第１号から第６号ま

での事務を所掌し、中予地方局税務管理課においては、同項第１

号から第６号まで及び第９号に掲げる事務を所掌する。

７ 省略

８ 総務県民室においては、第１項第８号、第９号、第１３号、第１４

号、第１８号、第２１号の４から第２１号の２２まで並びに第２項第２

号、第４号、第８号から第８号の３まで及び第１４号に掲げる事務

並びに次の事務を所掌する。

�～� 省略

９ 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 削除

�・� 省略

２ 省略

３ 地域農業室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

４ 産地育成室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� ほ場の管理及び運営に関すること（東予地方局今治支局、中

予地方局及び南予地方局本局に限る。）。

	 生産物の処理に関すること（東予地方局今治支局、中予地方

局及び南予地方局本局に限る。）。

５～１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

（建設部各課の所掌事務）

第５条 管理課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～
 省略


の２ 県営住宅の管理に関すること。

�～� 省略

２～７ 省略

８ 建築指導課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 削除

�・	 省略

９・１０ 省略

１１ 第１項の規定にかかわらず、中予地方局管理課においては、同

項第３号の２に掲げる事務を所掌しないものとする。

１２ 第８項に定めるもののほか、中予地方局建築指導課において

は、第１項第３号の２に掲げる事務を所掌する。

（土木事務所各課の所掌事務）

第８条 地方局の土木事務所（以下「土木事務所」という。）各課

の所掌事務は、次のとおりとする。

４ 東予地方局税務管理課においては、前項第１号 から第６号ま

での事務を所掌し、中予地方局税務管理課においては、同項第１

号から第６号まで及び第９号に掲げる事務を所掌する。

５ 省略

６ 総務県民室においては、第１項第８号、第９号、第１３号、第１４

号、第１８号、第２１号の４から第２１号の２２まで並びに第２項第２

号、第４号、第８号から第８号の３まで及び第１４号に掲げる事務

並びに次の事務を所掌する。

�～� 省略

７ 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 生産物の処理に関すること。

�・� 省略

２ 省略

３ 地域農業室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� ほ場の管理及び運営に関すること（東予地方局今治支局、中

予地方局及び南予地方局本局に限る。）。

４ 産地育成室の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

５～１１ 省略

１２ 第３項及び前項の規定にかかわらず、東予地方局今治支局の地

域農業室においては、第１項第２３号に規定する事務を所掌する。

１３ 省略

１４ 省略

（建設部各課の所掌事務）

第５条 管理課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～
 省略

�～� 省略

２～７ 省略

８ 建築指導課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 県営住宅の管理に関すること。

�・	 省略

９・１０ 省略

（土木事務所各課の所掌事務）

第８条 地方局の土木事務所（以下「土木事務所」という。）各課

の所掌事務は、次のとおりとする。
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管理課

�～� 省略

�の２ 県営住宅の管理に関すること。

�・� 省略

用地管理課

�～� 省略

�の２ 県営住宅の管理に関すること（東予地方局四国中央土木

事務所を除く。）。

�の３ 第５条第８項に規定する建築指導課の事務に関するこ

と。

�の４ 省略

� 省略

建設企画課 省略

建設課 省略

河川港湾課 省略

道路課 省略

上島架橋建設課 省略

２ 省略

３ 前項の規定にかかわらず、南予地方局大洲土木事務所事業管理

課においては、第１項の表用地管理課の項第１号から第４号ま

で、第７号から第９号まで、第９号の４及び第１０号に掲げる事務

を所掌する。

４ 省略

（職務）

第１２条 省略

２～１６ 省略

１７ 主幹は、上司の命を受け、グループの事務を掌理し、当該グル

ープに属する職員を指揮監督する。

１８ 省略

１９ 地域政策班長は、上司の命を受け、支局管内の地域振興、広報

及び広聴その他情報並びに文化及びスポーツの振興に関する事務

を掌理する。

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長に委任する事務のうち、総務企画部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第９条第２項の規定に基づく

管理課

�～� 省略

�・� 省略

用地管理課

�～� 省略

�の２ 省略

� 省略

建設企画課 省略

建設課 省略

河川港湾課 省略

道路課 省略

上島架橋建設課 省略

２ 省略

３ 省略

（職務）

第１２条 省略

２～１６ 省略

１７ 省略

１８ 地域政策班長は、上司の命を受け、支局管内の地域振興並びに

広報及び広聴その他情報 に関する事務

を掌理する。

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 地方局長に委任する事務のうち、総務企画部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第９条第２項の規定に基づく

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３４２



報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の２～�１１７ 省略

３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 県営の治山工事の実施に必要な補償に関すること。

�の３ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、

第１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に

基づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～ケ 省略

コ 知事の承認を得た果樹戦略品種等供給力強化事業費補助金

サ～ス 省略

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 第２０号及び第２２号から前号 までの規定に基づく権限を行

い、又は行つたものについて河川法第３１条、第３３条第３項、第

３４条第１項、第７５条、第７８条及び第９０条の規定に基づく権限を

行うこと。

	～
の６７ 省略


の６８ 宅地建物取引業法第２１条 の規定に基づく死亡等の

届出の受理に関すること。


の６９～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の２ 省略

�の３ 農業改良資金助成法改正法附則第２条第２項の規定によ

りなお従前の例によることとされる農業改良資金助成法改正法

の施行前に貸し付けられた融資機関に対する貸付金に係る

支払猶予の決定に関すること。

�の４ 省略

�の５ 省略

�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略


～� 省略

報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の２～�１１７ 省略

３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、

第１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に

基づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～ケ 省略

コ 知事の承認を得た果樹産地体質強化促進事業費補助金

サ～ス 省略

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 第２０号及び第２２号から第２４号までの規定に基づく権限を行

い、又は行つたものについて 第３１条、第３３条第３項、第

３４条第１項、第７５条、第７８条及び第９０条の規定に基づく権限を

行うこと。

	～
の６７ 省略


の６８ 宅地建物取引業法第２１条第１項の規定に基づく死亡等の

届出の受理に関すること。


の６９～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の２ 省略

�の３ 農業改良資金助成法改正法附則第２条第２項の規定によ

りなお従前の例によることとされる農業改良資金助成法改正法

の施行前に貸し付けられた融資機関に対する貸付金に係る旧農

業改良資金助成法第１７条において準用する旧農業改良資金助成

法第９条の規定に基づく一時償還請求の決定に関すること。

�の４ 農業改良資金助成法改正法附則第２条第２項の規定によ

りなお従前の例によることとされる農業改良資金助成法改正法

の施行前に貸し付けられた融資機関に対する貸付金に係る旧農

業改良資金助成法第１７条において準用する旧農業改良資金助成

法第１０条の規定に基づく支払猶予の決定に関すること。

�の５ 省略

�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略

�の１０ 省略


～� 省略
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６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

�の２ 浄化槽法第５条第１項、第３項及び第４項の規定に基づ

く浄化槽の設置等の届出に係る措置に関すること。

�の３ 浄化槽法第２２条の規定に基づく登録の申請の受理に関す

ること。

�の４ 省略

�の５ 浄化槽法第２３条第３項の規定に基づく登録簿の閲覧及び

謄本の交付に関すること。

�の６ 浄化槽法第２５条第１項の規定に基づく変更の届出の受理

に関すること。

�の７ 浄化槽法第２６条の規定に基づく廃業等の届出の受理に関

すること。

�の８ 浄化槽法第３２条第１項の規定に基づく指示に関するこ

と。

�の９ 浄化槽法第３３条第３項の規定に基づく浄化槽工事業の開

始、変更又は廃止の届出の受理に関すること。

�の１０ 浄化槽法第５３条第１項第３号及び第２項並びに第３３条第

２項の規定に基づく浄化槽工事業者及び特例浄化槽工事業者に

対する報告徴収及び立入検査に関すること。

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�の１８ 省略

�～�の７０ 省略

�の７１ 宅地建物取引業法第２１条 の規定に基づく死亡等の

届出の受理に関すること。

�の７２～� 省略

２ 前項本文の規定にかかわらず、東予地方局四国中央土木事務所

長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１３号の７５まで及び

第１４号から第３３号までに掲げるとおりとし、南予地方局大洲土木

事務所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、

第１１号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号

にあつては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基

準に係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１８まで、第

１３号の１６、第１３号の１７、第１３号の２４及び第１５号から第３３号までに

掲げるとおりとする。

３ 土木事務所長は、第１項第４号及び第１２号に掲げる事項を専決

処理したときはその都度地方局長及び知事に、同項第９号から第

１１号までに掲げる事項を専決処理したときはその都度地方局長に

報告しなければならない。

４ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～� 省略

�の２ 省略

�の３ 省略

�の４ 省略

�の５ 省略

�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 省略

�の９ 省略

�の１０ 省略

�～�の７０ 省略

�の７１ 宅地建物取引業法第２１条第１項の規定に基づく死亡等の

届出の受理に関すること。

�の７２～� 省略

２ 土木事務所長は、前項第４号 及び第１２号に掲げる事項を専決

処理したときはその都度地方局長及び知事に、同項第９号から第

１１号までに掲げる事項を専決処理したときはその都度地方局長に

報告しなければならない。

３ 省略
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�愛媛県訓令第６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職務）

第３条 省略

２～８ 省略

９ 主幹は、上司の命を受け、グループの事務を掌理し、当該グル

ープに属する職員を指揮監督する。

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

（事務の委任）

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、四国中央市の区域における次に掲

げる事務は、西条保健所長に委任する。

�・� 省略

� 別表環境保全課の表３の部に掲げる廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４５年法律第１３７号）の施行に関する事務（同

部１の項第１号の設置及び変更の許可、同項第２号の使用前検

査、同項第７号の欠格事由に係る届出の受理、同項第８号の許

可の取消し、改善命令及び使用停止命令、同項第９号の譲受け

又は借受けの許可、同項第１０号の設置法人の合併又は分割の認

可、同部３の項第１号の設置及び変更の許可、同項第２号の使

用前検査、同項第３号の許可の取消し、改善命令及び使用停止

命令、同項第９号の欠格事由に係る届出の受理、同項第１０号の

譲受け又は借受けの許可、同項第１１号の設置法人の合併又は分

割の認可、同項第１４号の意見聴取、同項第１５号の意見の受理、

同部６の項の産業廃棄物収集運搬業及び特別管理産業廃棄物収

集運搬業の許可に関するもの、同部７の項の産業廃棄物処分業

及び特別管理産業廃棄物処分業の許可に関するもの、同部８の

項の産業廃棄物再生利用業に関するもの並びに同部１０の項の廃

棄物が地下にある土地の形質の変更に関するものに限る。）

�～� 省略

４ 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

（職務）

第３条 省略

２～８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

（事務の委任）

第４条 省略

２ 省略

３ 第１項の規定にかかわらず、四国中央市の区域における次に掲

げる事務は、西条保健所長に委任する。

�・� 省略

� 別表環境保全課の表３の部に掲げる廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４５年法律第１３７号）の施行に関する事務（同

部１の項第１号の設置及び変更の許可、同項第２号の使用前検

査、同項第６号 の許

可の取消し、改善命令及び使用停止命令、同項第７号の譲受け

又は借受けの許可、同項第８号の設置法人の合併又は分割の認

可、同部３の項第１号の設置及び変更の許可、同項第２号の使

用前検査、同項第３号の許可の取消し、改善命令及び使用停止

命令、同項第８号の欠格事由に係る届出の受理、同項第１０号の

譲受け又は借受けの許可、同項第９号の設置法人の合併又は分

割の認可、同項第１２号の意見聴取、同部５の項

の産業廃棄物収集運搬業及び特別管理産業廃棄物収

集運搬業の許可に関するもの、同部６の項の産業廃棄物処分業

及び特別管理産業廃棄物処分業の許可に関するもの、同部７の

項の産業廃棄物再生利用業に関するもの並びに同部９の項の廃

棄物が地下にある土地の形質の変更に関するものに限る。）

�～� 省略

４ 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

改 正 後 改 正 前
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組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

所

長

課

長

企

画

課

１～１３ 省略

１４ 薬 事 法

（昭和３５年

法律第１４５

号）の施行

に関する事

務

１ 省略

２ 薬局製造販売医薬品に関する

こと。

�～� 省略

３ 店舗販売業（動物用医薬品に

係るものを除く。）に関するこ

と。

�～� 省略

� 郵便等販売の届出の受理

（省令第１５条の４第２項、第

１４２条）

○

４～１１ 省略

１５～２０ 省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

所

長

課

長

環

境

保

全

課

１・２ 省略

３ 廃棄物の

処理及び清

掃に関する

法律（昭和

４５年法律第

１３７号）の

施行に関す

る事務

１ 一般廃棄物処理施設に関する

こと。

�・� 省略

� 定期検査（第８条の２の２

第１項、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行規則等の

一部を改正する省令（平成２３

年環境省令第１号。以下この

部において「改正省令」とい

う。）附則第２条第１項）

○

� 省略

� 省略

	 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第９条の２

の３第２項）

○


 欠格事由に係る届出の受理

（第９条第６項）

○

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

所

長

課

長

企

画

課

１～１３ 省略

１４ 薬 事 法

（昭和３５年

法律第１４５

号）の施行

に関する事

務

１ 省略

２ 薬局製造販売医薬品に関する

こと。

�～� 省略

� 製造販売承認に係る申請書

記載事項の整備の届出の受理

（薬事法施行規則等の一部を

改正する省令（平成１６年厚生

労働省令第１１２号）附則第３

条）

○

３ 店舗販売業（動物用医薬品に

係るものを除く。）に関するこ

と。

�～� 省略

� 郵便等販売の届出の受理

（省令第１５条の４第２項、第

１４２条）

○

４～１１ 省略

１５～２０ 省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

所

長

課

長

環

境

保

全

課

１・２ 省略

３ 廃棄物の

処理及び清

掃に関する

法律（昭和

４５年法律第

１３７号）の

施行に関す

る事務

１ 一般廃棄物処理施設に関する

こと。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第９条の２

の３第２項）

○
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� 第８条第４項に規定する一

般廃棄物処理施設以外の一般

廃棄物処理施設の許可の取消

し、改善命令及び使用停止命

令（第９条の２第１項、第９

条の２の２第１項、第２項）

○

� 譲受け又は借受けの許可

（第９条の５第１項、省令第

４条の１６第１項）

○

� 設置法人の合併又は分割の

認可（第９条の６第１項、省

令第４条の１６第１項）

○

� 地位の承継に関する届出の

処理（第９条の７第２項、省

令第４条の１６第１項）

○

� 定期検査結果の通知（廃棄

物の処理及び清掃に関する法

律施行規則（昭和４６年厚生省

令第３５号。以下この部におい

て「省令」という。）第４条

の４の４）

○

� 特定一般廃棄物最終処分場

に関する報告書の受理（省令

第４条の１７）

○

� 第８条第４項に規定する一

般廃棄物処理施設以外の一般

廃棄物処理施設に係る一般廃

棄物処理施設設置許可証の再

交付（廃棄物の処理及び清掃

に関する法律施行細則（昭和

５２年愛媛県規則第４４号。以下

この部において「細則」とい

う。）第４条）

○

� 第８条第４項に規定する一

般廃棄物処理施設以外の一般

廃棄物処理施設に係る一般廃

棄物処理施設設置許可証の返

還の受理（細則第５条）

○

２ 市町の設置に係る一般廃棄物

処理施設に関すること。

	 省略


 計画の変更又は廃止の命令

（第９条の３第３項、第９

項）

○

� 届出の内容が相当であると

認める旨の通知（第９条の３

第４項ただし書、第９項）

○

� 変更届出の受理（第９条の

３第８項）

○


 第８条第４項に規定する一

般廃棄物処理施設以外の一般

廃棄物処理施設の許可の取消

し、改善命令及び使用停止命

令（第９条の２、第９条の２

の２ ）

○

� 譲受け又は借受けの許可

（第９条の５第１項、省令第

４条の１６第１項）

○

� 設置法人の合併又は分割の

認可（第９条の６第１項、省

令第４条の１６第１項）

○

� 地位の承継に関する届出の

受理（第９条の７第２項、省

令第４条の１６第１項）

○

２ 市町の設置に係る一般廃棄物

処理施設に関すること。

	 省略


 計画の変更又は廃止の命令

（第９条の３第３項、第８

項）

○

� 届出の内容が相当であると

認める旨の通知（第９条の３

第４項ただし書、第８項）

○

� 変更届出の受理（第９条の

３第７項）

○
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� 改善又は使用の停止命令

（第９条の３第１０項）

○

� 変更又は廃止、休止若しく

は再開の届出の受理（第９条

第３項、第９条の３第１１項）

○

� 埋立処分終了の届出の受理

（第９条第４項、第９条の３

第１１項）

○

� 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第９条の３

第１１項）

○

３ 産業廃棄物処理施設に関する

こと。

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の設置及び変

更の許可（第１５条第１項、第

１５条の２の６第１項、省令第

１２条の５）

○

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の使用前検査

（第１５条の２第５項、第１５条

の２の６第２項）

○

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の許可の取消

し、改善命令及び使用停止命

令（第１５条の２の７、第１５条

の３）

○

� 産業廃棄物処理施設におい

て処理する一般廃棄物の種類

等の届出又は変更若しくは廃

止の届出の処理（第１５条の２

の５、省令第１２条の７の１７第

４項、第５項）

○

� 定期検査（第１５条の２の２

第１項、改正省令附則第２条

第２項）

○

� 変更又は廃止、休止若しく

は再開の届出の受理（第９条

第３項、第１５条の２の６第３

項）

○

� 埋立処分終了の届出の受理

（第９条第４項、第１５条の２

の６第３項）

○

� 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第１５条の２

の６第３項、第１５条の３の２

第２項）

○

� 改善又は使用の停止命令

（第９条の３第９項）

○

� 変更又は廃止、休止若しく

は再開の届出の受理（第９条

第３項、第９条の３第１０項）

○

� 埋立処分終了の届出の受理

（第９条第４項、第９条の３

第１０項）

○

� 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第９条の３

第１０項）

○

３ 産業廃棄物処理施設に関する

こと。

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の設置及び変

更の許可（第１５条第１項、第

１５条の２の５第１項

）

○

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の使用前検査

（第１５条の２第５項、第１５条

の２の５第２項）

○

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設の許可の取消

し、改善命令及び使用停止命

令（第１５条の２の６、第１５条

の３）

○

� 産業廃棄物処理施設におい

て処理する一般廃棄物の種類

等の届出の受理（第１５条の２

の４

）

○

� 変更又は廃止、休止若しく

は再開の届出の受理（第９条

第３項、第１５条の２の５第３

項）

○

� 埋立処分終了の届出の受理

（第９条第４項、第１５条の２

の５第３項）

○

� 最終処分場の廃止の確認

（第９条第５項、第１５条の２

の５第３項、第１５条の３の２

第２項）

○
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� 欠格事由に係る届出の受理

（第９条第６項、第１５条の２

の６第３項）

○

� 譲受け又は借受けの許可

（第９条の５第１項、第１５条

の４、省令第１２条の７の１４第

１項）

○

� 設置法人の合併又は分割の

認可（第９条の６第１項、第

１５条の４、省令第１２条の７の

１４第１項）

○

� 地位の承継に関する届出の

処理（第９条の７第２項、第

１５条の４、省令第１２条の７の

１４第１項）

○

� 省略

� �、�、�及び� に

係る県警察本部長の意見聴取

（第２３条の３）

○

	 �、�、�及び�に係る県

警察本部長の意見の受理（第

２３条の４）

○


 定期検査結果の通知（省令

第１２条の５の４）

○

� 特定産業廃棄物最終処分場

に関する報告書の受理（省令

第１２条の７の１５）

○

� 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設に係る産業廃

棄物処理施設設置許可証の再

交付（細則第４条）

○


 第１５条第４項に規定する産

業廃棄物処理施設以外の産業

廃棄物処理施設に係る産業廃

棄物処理施設設置許可証の返

還の受理（細則第５条）

○

４ 事業場外における産業廃棄物

及び特別管理産業廃棄物の保管

に関すること。

� 保管の届出又は変更の届出

の受理（第１２条第３項、第４

項、第１２条の２第３項、第４

項、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律の一部を改正する

法律（平成２２年法律第３４号）

附則第６条第１項、第３項）

○

� 廃止の届出の受理（省令第

８条の２の６、第８条の１３の

６）

○

� 譲受け又は借受けの許可

（第９条の５第１項、第１５条

の４、省令第１２条の７の１４第

１項）

○

� 設置法人の合併又は分割の

認可（第９条の６第１項、第

１５条の４、省令第１２条の７の

１４第１項）

○

� 地位の承継に関する届出の

受理（第９条の７第２項、第

１５条の４、省令第１２条の７の

１４第１項）

○

� 省略

� �から�まで、�及び�に

係る県警察本部長の意見聴取

（第２３条の３）

○

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３４９



５ 産業廃棄物管理票に関するこ

と。

� 管理票に関する報告書の受

理（第１２条の３第７項）

○

� 省略

� 必要な措置の勧告（第１２条

の６第１項）

○

� 勧告に従わない旨の公表

（第１２条の６第２項）

○

� 措置命令（第１２条の６第３

項）

○

� 措置内容等報告書の受理

（省令第８条の２９、第８条の

３８）

○

６ 産業廃棄物収集運搬業及び特

別管理産業廃棄物収集運搬業の

許可に関すること。

� 許可（第１４条第１項、第１４

条の４第１項、省令第１０条の

２、第１０条の１４）

○

� 許可の更新（第１４条第２

項、第１４条の４第２項、廃棄

物の処理及び清掃に関する法

律施行令（昭和４６年政令第

３００号。以下この部において

「政令」という。）第６条の

９第２号、第６条の１３第２

号）

○

� 能力及び実績の基準適合性

の認定（省令第９条の２第３

項、第１０条の９第２項、第１０

条の１２第２項、第１０条の２２第

２項）

○

� 能力及び実績の基準適合性

の確認（廃棄物の処理及び清

掃に関する法律施行令の一部

を改正する政令（平成２２年政

令第２４８号。以下この部にお

いて「改正政令」という。）

附則第５条第１項、第３項、

改正省令附則第１４条、第２０

条）

○

� 変更の許可（第１４条の２第

１項、第１４条の５第１項、省

令第１０条の２、第１０条の１４）

○

� 業の全部若しくは一部の廃

止又は住所等の変更の届出の

処理（第７条の２第３項、第

１４条の２第３項、第１４条の５

第３項、省令第１０条の１０の

２、第１０条の２３の２）

○

４ 産業廃棄物管理票に関するこ

と。

� 管理票に関する報告書の受

理（第１２条の３第６項）

○

� 省略

� 必要な措置の勧告（第１２条

の６ ）

○

５ 産業廃棄物収集運搬業及び特

別管理産業廃棄物収集運搬業の

許可に関すること。

� 許可（第１４条第１項、第１４

条の４第１項、省令第１０条の

２、第１０条の１４）

○

� 許可の更新（第１４条第２

項、第１４条の４第２項、廃棄

物の処理及び清掃に関する法

律施行令（昭和４６年政令第

３００号。以下この部において

「政令」という。）第６条の

９第２号、第６条 の１３第２

号）

○

� 変更の許可（第１４条の２第

１項、第１４条の５第１項、省

令第１０条の２、第１０条の１４）

○

� 業の全部若しくは一部の廃

止又は住所等の変更の届出の

受理（第７条の２第３項、第

１４条の２第３項、第１４条の５

第３項、省 令 第１０条 の１０の

２、第１０条の２３の２）

○

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３５０



� 欠格事由に係る届出の受理

（第７条の２第４項、第１４条

の２第３項、第１４条の５第３

項）

○

� 省略

� 県警察本部長の意見の受理

（第２３条の４）

○

� 産業廃棄物収集運搬業許可

証等の再交付（細則第４条）

○

� 産業廃棄物収集運搬業許可

証等の返還の受理（細則第５

条）

○

７ 産業廃棄物処分業及び特別管

理産業廃棄物処分業の許可に関

すること。

� 許可（第１４条第６項、

第１４条の４第６項、省令第１０

条の６、第１０条の１８）

○

� 許可の更新（第１４条第７

項、第１４条の４第７項、政令

第６条の１１第２号、第６条の

１４第２号）

○

� 能力及び実績の基準適合性

の認定（省令第１０条の４第３

項、第１０条の９第３項、第１０

条の１６第２項、第１０条の２２第

３項）

○

	 能力及び実績の基準適合性

の確認（改正政令附則第５条

第１項、第２項、第４項、改

正省令附則第１７条、２３条）

○


 変更の許可（第１４条の２第

１項、第１４条の５第１項、省

令第１０条の６、第１０条の１８）

○

� 業の全部若しくは一部の廃

止又は住所等の変更の届出の

処理（第７条の２第３項、第

１４条の２第３項、第１４条の５

第３項、省 令 第１０条 の１０の

２、第１０条の２３の２）

○

� 欠格事由に係る届出の受理

（第７条の２第４項、第１４条

の２第３項、第１４条の５第３

項）

○

� 省略

� 県警察本部長の意見の受理

（第２３条の４）

○

� 産業廃棄物処分業許可証等

の再交付（細則第４条）

○


 省略

６ 産業廃棄物処分業及び特別管

理産業廃棄物処分業 に関

すること。

� 業の許可（第１４条第６項、

第１４条の４第６項、省令第１０

条の６、第１０条の１８）

○

� 許可の更新（第１４条第７

項、第１４条の４第７項、政令

第６条の１１第２号、第６条の

１４第２号）

○

� 変更の許可（第１４条の２第

１項、第１４条の５第１項、省

令第１０条の６、第１０条の１８）

○

	 業の全部若しくは一部の廃

止又は住所等の変更の届出の

受理（第７条の２第３項、第

１４条の２第３項、第１４条の５

第３項、省 令 第１０条 の１０の

２、第１０条の２３の２）

○


 省略
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� 産業廃棄物処分業許可証等

の返還の受理（細則第５条）

○

８ 産業廃棄物再生利用業に関す

ること。

� 再生輸送業者の指定（省令

第９条

第２号、愛媛県産業廃棄物再

生利用業者の指定に関する規

則（平成１２年愛媛県規則第５８

号。以下この項において「規

則」と い う。）第２条 第７

項）

○

�～� 省略

� 再生利用業者指定証の返還

の受理（規則第１０条）

○

９ 廃棄物再生事業者に関するこ

と。

� 登 録（ 第２０条 の２第１

項、政令第１９条）

○

� 登録事項の変更の届出の受

理（政令

第

２０条）

○

�・� 省略

� 廃棄物再生事業者登録証明

書の再交付（細則第４条）

○

	 廃棄物再生事業者登録証明

書の返還の受理（細則第５

条）

○

１０ 廃棄物が地下にある土地の形

質の変更に関すること。

� 指定区域台帳の調製及び閲

覧（第１５条の１８第１項、第３

項、省令第１２条の３４第５項、

第６項）

○

� 省略

１１ 報告の徴収（第１８条第１項） ○

１２ 立入検査等（第１９条第１項） ○

１３ 省略

１４ 省略

４～１７ 省略

備考 省略

７ 産業廃棄物再生利用業に関す

ること。

� 再生輸送業者の指定（廃棄

物の処理及び清掃に関する法

律施行規則（昭和４６年厚生省

令第３５号。以下この項におい

て「省令」という。）第９条

第２号、愛媛県産業廃棄物再

生利用業者の指定に関する規

則（平成１２年愛媛県規則第５８

号。以下この項において「規

則」と い う。）第２条 第７

項）

○

�～� 省略

８ 廃棄物再生事業者に関するこ

と。

� 登 録（法第２０条 の２第１

項、政令第１９条）

○

� 登録事項の変更の届出の受

理（廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令（昭和４６年

政令第３００号。以下この項に

おいて「政令」という。）第

２０条）

○

�・� 省略

９ 廃棄物が地下にある土地の形

質の変更に関すること。

� 指定区域台帳の調製及び保

管（第１５条の１８第１項、第３

項、省令第１２条の３４第５項、

第６項）

○

� 省略

１０ 報告の徴収（第１８条 ） ○

１１ 立入検査 （第１９条第１項） ○

１２ 省略

１３ 省略

４～１７ 省略

備考 省略
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（愛媛県立衛生環境研究所処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所処務規程（昭和２８年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（分掌事務）

第２条 課並びに室並びに係及び科の分掌事務は、次のとおりとす

る。

総務調整課 省略

衛生研究課 省略

環境研究課

環境監視室

大気環境科

� 大気汚染、騒音、振動及び悪臭（以下「大気汚染等」

という。）の防止に係る試験研究及び大気汚染等の防止

施設等の技術開発に関すること。

� 大気汚染等の防止技術及び 測定技術の指導に関

すること。

� 大気汚染等の防止に係る監視、調査、測定及び検査に

関すること。

�・� 省略

� 環境監視及び環境保全に係る調査研究の総括に関する

こと（他の主管に属するものを除く。）。

� 環境情報の収集、管理及び提供に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

� 有害化学物質に係る調査研究に関すること。

水質環境科

� 水質汚濁及び他の主管に属さない公害（以下「水質汚

濁等」という。）の防止に係る試験研究並びに水質汚濁

等の防止施設等の技術開発に関すること。

� 水質汚濁等の防止技術及び 測定技術の指導に関

すること。

� 水質汚濁等の防止に係る監視、調査、測定及び検査に

関すること。

�・� 省略

環境科学室 省略

（愛媛県農林水産研究所処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県農林水産研究所処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（分掌事務）

第２条 課並びに室並びに係及び科の分掌事務は、次のとおりとす

る。

総務調整課 省略

衛生研究課 省略

環境研究課

環境監視室

大気環境科

� 大気汚染防止

に係る試験研究及び大気汚染防止施設

等 の技術開発に関すること。

� 大気汚染防止技術及び大気汚染の測定技術の指導に関

すること。

� 大気汚染防止 に係る監視、調査、測定及び検査に

関すること。

�・� 省略

� 環境監視 に係る調査研究の総括に関する

こと 。

水質環境科

� 水質汚濁防止

に係る試験研究及び水質汚濁防

止施設等 の技術開発に関すること。

� 水質汚濁防止技術及び水質汚濁の測定技術の指導に関

すること。

� 水質汚濁防止 に係る監視、調査、測定及び検査に

関すること。

�・� 省略

環境監視科

� 他の主管に属さない公害（以下「特殊公害」とい

う。）の防止に係る試験研究及び特殊公害防止施設等の

技術開発に関すること。

� 特殊公害防止技術及び特殊公害の測定技術の指導に関

すること。

� 特殊公害防止に係る監視、調査、測定及び検査に関す

ること。

� 環境情報の収集、管理及び提供に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

� 環境保全に係る調査研究の総括に関すること（他の主

管に属するものを除く。）。

� 有害化学物質に係る調査研究に関すること。

環境科学室 省略

改 正 後 改 正 前
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（分掌事務）

第２条 研究所の部、センター及び所並びに課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。

総務課 省略

企画環境部 省略

農業研究部

病理昆虫室 省略

栽培開発室

�～� 省略

� 関係機関及び関係団体との連携に関すること。

作物育種室 省略

花き研究指導室 省略

果樹研究センター 省略

畜産研究センター 省略

林業研究センター

総務室 省略

研修課 省略

研究指導室

�～� 省略

� 林業及び森林に関する技術情報の収集及び活用に関するこ

と。

� 林業及び森林に関する試験研究の総合調整及び研究成果の

普及に関すること。

� 省略

連携推進室

� 大学との連携の推進に関すること。

� 林業及び森林に関する普及指導に関すること（他の主管に

属するものを除く。）。

	 林業後継者対策その他林業及び木材産業の担い手対策に関

すること。

� 関係機関及び関係団体との連絡調整に関すること。

水産研究センター

総務室 省略

研究企画室

�～� 省略

環境資源室 省略

養殖推進室 省略

魚類検査室 省略

栽培資源研究所 省略

（愛媛県長寿社会対策本部規程の一部改正）

第４条 愛媛県長寿社会対策本部規程（昭和５９年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（分掌事務）

第２条 研究所の部、センター及び所並びに課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。

総務課 省略

企画環境部 省略

農業研究部

普及情報室

� 農業に関する普及指導に関すること。

� 試験研究の総合調整及び研究成果の普及に関すること。

	 関係機関及び関係団体との連携に関すること。

病理昆虫室 省略

栽培開発室

�～� 省略

作物育種室 省略

花き研究指導室 省略

果樹研究センター 省略

畜産研究センター 省略

林業研究センター

総務室 省略

研修課 省略

研究指導室

�～� 省略

� 省略

普及情報室

� 林業及び森林に関する普及指導に関すること（他の主管に

属するものを除く。）。

� 林業及び森林に関する技術情報の収集及び活用に関するこ

と。

	 林業及び森林に関する試験研究の総合調整及び研究成果の

普及に関すること。

� 林業後継者対策その他林業及び木材産業の担い手対策に関

すること。

� 林業労働に係る労働災害の防止に関すること。

水産研究センター

総務室 省略

普及情報室

�～� 省略

環境資源室 省略

養殖推進室 省略

魚類検査室 省略

栽培資源研究所 省略

改 正 後 改 正 前
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別表（第３条関係）

１ 省略

２ 企画振興部長

３～８ 省略

（愛媛県男女共同参画推進本部規程の一部改正）

第５条 愛媛県男女共同参画推進本部規程（平成２年愛媛県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表１（第３条関係）

１ 省略

２ 企画振興部長

３～８ 省略

９ 副教育長

１０ 省略

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 企画振興部管理局総合政策課長

３～１１ 省略

（愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程の一部改正）

第６条 愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程（平成３年愛媛県訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（設置）

第１条 親切行政を推進するとともに、県民の声を県政に反映させ

ることにより、開かれた県政の推進に資するため、企画振興部管

理局広報広聴課 に県民総合相談プラザを、地方局総務企画部

地域政策課及び支局総務県民室に県民相談プラザを設置する。

（県民総合相談プラザの任務）

第２条 県民総合相談プラザは、次に掲げる事務を処理する。

�・� 省略

� 県政広報ビデオライブラリーの運営に関すること。

� 県民談話コーナーの管理運営に関すること。

� 公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）に基づく労働者

（職員を除く。）からの公益通報に係る窓口事務に関するこ

と。

別表（第３条関係）

１ 省略

２ 企画情報部長

３～８ 省略

別表１（第３条関係）

１ 省略

２ 企画情報部長

３～８ 省略

９ 教育長

１０ 省略

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 企画情報部管理局企画調整課長

３～１１ 省略

（設置）

第１条 親切行政を推進するとともに、県民の声を県政に反映させ

ることにより、開かれた県政の推進に資するため、企画情報部秘

書広報局広報広聴課に県民総合相談プラザを、地方局総務企画部

に県民相談プラザを設置する。

２ 県民総合相談プラザ及び県民相談プラザの設置場所は、次表の

とおりとする。

区分 設置場所

県民総合相談プラザ 本庁

県民相談プラザ 東予地方局、東予地方局今治支局、中

予地方局、南予地方局、南予地方局八

幡浜支局

（県民総合相談プラザの任務）

第２条 県民総合相談プラザは、次に掲げる事務を処理する。

�・� 省略

� 県民の談話、休息等に関すること。

� 相談コーナー及び談話コーナーの運営に関すること。

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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２ 県民相談プラザは、当該地方局管内（支局にあっては、当該支

局管内）における前項第１号から第４号までに掲げる事務を処理

する。

（県民相談プラザの組織）

第３条 県民総合相談プラザ及び県民相談プラザは、それぞれ、室

長、室長補佐及び室員

をもって組織する。

（職制）

第４条 室長、室長補佐及び室員は、それぞれ別表に掲げる者を

もって充てる。

（室長及び室長補佐の職務）

第５条 室長は、上司の命を受け、それぞれ県民総合相談プラザ及

び県民相談プラザの事務を統轄する。

２ 省略

第６条 省略

第７条 省略

附 則 省略

別表（第４条関係）

１ 県民総合相談プラザ

室長 企画振興部管理局広報広聴課長の職にある者

室長補佐 企画振興部管理局広報広聴課長補佐の職にある者

（企画振興部長が指定する者に限る。）

室員 企画振興部管理局広報広聴課広聴・相談係に属す

る職員

２ 県民相談プラザ

室長 地方局総務企画部地域政策課長及び支局総務県民

室長の職にある者

室長補佐 地方局総務企画部地域政策課長補佐の職にある者

（地方局長が指定する者に限る。）及び支局総務

県民室地域政策班長の職にある者

室員 地方局総務企画部地域政策課地域振興係及び支局

総務県民室地域政策係に属する職員

（県民総合相談プラザの組織）

第３条 県民総合相談プラザは、次に掲げる職員をもって組織す

る。

� 企画情報部秘書広報局広報広聴課長補佐の職にある者

� 企画情報部秘書広報局広報広聴課広聴・相談係に属する職員

及び同課に兼務を命ぜられた職員のうちから知事が指名する者

２ 前項第１号の職員は、上司の命を受け、県民総合相談プラザの

事務を統轄する。

（県民相談プラザの任務）

第４条 県民相談プラザは、当該地方局に係る第２条第１号から第

３号までに掲げる事務を処理する。

（県民相談プラザの組織）

第５条 県民相談プラザは 、室

長、室長補佐、室員並びに地方局総務企画部地域政策課及び支局

総務県民室に兼務を命ぜられた職員をもって組織する。

（県民相談プラザの職制）

第６条 室長は、地方局総務企画部長及び支局長の職にある者を

もって充てる。

２ 室長補佐は、地方局総務企画部地域政策課長補佐及び支局総務

県民室地域政策班長の職にある者をもって充てる。

３ 室員は、地方局総務企画部地域政策課地域振興係及び支局総務

県民室地域政策係に属する職員をもって充てる。

（室長及び室長補佐の職務）

第７条 室長は、上司の命を受け、

県民相談プラザの事務を統轄する。

２ 省略

第８条 省略

第９条 省略

附 則 省略
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（愛媛県地方局県民情報室規程の一部改正）

第７条 愛媛県地方局県民情報室規程（平成５年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第２（第５条関係）

１ 地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民室に設置する

地方局県民情報室

室長 省略

室員 省略

地方局総務企画部総務県民課総務係並びに支局総務県

民室の総務県民防災グループ及び総務県民グループに

属する職員

２ 省略

（愛媛県農業総合対策推進班規程の一部改正）

第８条 愛媛県農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表（第３条関係）

１・２ 省略

３ 農林水産部管理局農政課主幹

４～１８ 省略

１９ 農林水産部農業振興局農産園芸課生産指導係長

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室技術室長補佐

２４ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室農地活用係長

２５ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室鳥獣害対策係長

２６ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室担い手育成係長

２７ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室直接支払係長

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 農林水産部森林局林業政策課木材流通戦略係長

（愛媛県市町村合併推進本部規程の一部改正）

第９条 愛媛県市町村合併推進本部規程（平成１３年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第２（第５条関係）

１ 地方局総務企画部総務県民課及び支局総務県民室に設置する

地方局県民情報室

室長 省略

室員 省略

地方局総務企画部総務県民課総務係及び支局総務県民

室総務県民防災グループ に

属する職員

２ 省略

別表（第３条関係）

１・２ 省略

３ 農林水産部管理局農政課構造改革班長

４～１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手対策推進室技術

室長補佐

２３ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手対策推進室農地

活用係長

２４ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手対策推進室担い

手育成係長

２５ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手対策推進室直接

支払係長

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 農林水産部森林局林業政策課木材利用推進係長

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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（職務）

第４条 省略

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは

、その職務を代行する。

（事務局）

第８条 推進本部の事務を処理するため、総務部管理局市町振興課

に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、総務部管理局市町振興課長 の

職にある者をもって充てる。

別表１（第３条関係）

１～３ 省略

４ 企画振興部長

５～１４ 省略

別表２（第６条関係）

１ 総務部管理局長

２ 省略

３ 総務部管理局市町振興課長

４ 総務部行財政改革局財政課長

５ 企画振興部管理局総合政策課長

６～１５ 省略

（愛媛県食肉衛生検査センター処務規程の一部改正）

第１０条 愛媛県食肉衛生検査センター処務規程（平成１４年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職務）

第２条 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

（専決事項）

第４条 省略

（代決）

第５条 省略

２ 前項 の規定により代決した事務で重要なものは、後閲を受け

なければならない。

（職務）

第４条 省略

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、本

部長があらかじめ定めた順序により、その職務を代行する。

（事務局）

第８条 推進本部の事務を処理するため、総務部新行政推進局市町

振興課に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、総務部新行政推進局市町振興課長の

職にある者をもって充てる。

別表１（第３条関係）

１～３ 省略

４ 企画情報部長

５～１４ 省略

別表２（第６条関係）

１ 総務部新行政推進局長

２ 省略

３ 総務部管理局財政課長

４ 総務部新行政推進局市町振興課長

５ 企画情報部管理局企画調整課長

６～１５ 省略

（職務）

第２条 省略

２ 省略

３ 支所長は、所長の命を受け、支所の事務を掌理し、支所職員を

指揮監督する。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（専決事項）

第４条 省略

２ 支所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。た

だし、重要又は異例と認められるものについては、あらかじめ所

長の承認を受けなければならない。

� 文書の往復に関すること。

� 支所職員の出張に関すること。

� 支所職員の休暇、育児休業等、職務専念義務の免除その他服

務に関すること。

� その他軽易又は常例に属する支所の事務に関すること。

（代決）

第５条 省略

２ 支所長が不在のときは、係長が代決する。

３ 前２項の規定により代決した事務で重要なものは、後閲を受け

なければならない。

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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（愛媛県財政改革推進班規程の一部改正）

第１１条 愛媛県財政改革推進班規程（平成１７年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（設置）

第１条 財政改革を強力に推進し、実効ある取組を短期間で実施で

きる体制を構築するため、総務部行財政改革局財政課に財政改革

推進班（以下「班」という。）を設置する。

（組織）

第３条 班は、総務部行財政改革局財政課の職員のうちから総務部

長が指名する者をもって組織する。

（班長）

第４条 班に班長を置き、総務部行財政改革局財政課長補佐の職に

ある者のうちから、知事が命ずる。

２ 省略

（えひめブランド推進班規程の一部改正）

第１２条 えひめブランド推進班規程（平成１７年愛媛県訓令第１１号の２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表（第３条関係）

１～５ 省略

６ 農林水産部管理局農政課主幹

７～１１ 省略

１２ 教育委員会事務局管理部保健体育課長補佐

（副教育長が指定する者に限る。）

（愛媛県総務事務センター規程の一部改正）

第１３条 愛媛県総務事務センター規程（平成１８年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（設置）

第１条 総務系業務改革を推進するため、総務部行財政改革局行革

分権課 に総務事務センター（以下「センター」とい

う。）を設置する。

（組織）

第３条 センターは、次の者をもって組織する。

� 総務部行財政改革局行革分権課長補佐 の職にある者

� 総務部行財政改革局行革分権課業務改革グループ に属

する職員及び同課に兼務を命ぜられた職員のうちから知事が指

名する者

（センター長）

第４条 センターにセンター長を置き、総務部行財政改革局行革分

権課長補佐 の職にある者をもって充てる。

２ 省略

（設置）

第１条 財政改革を強力に推進し、実効ある取組を短期間で実施で

きる体制を構築するため、総務部管理局財政課 に財政改革

推進班（以下「班」という。）を設置する。

（組織）

第３条 班は、総務部管理局財政課 の職員のうちから総務部

長が指名する者をもって組織する。

（班長）

第４条 班に班長を置き、総務部管理局財政課長補佐 の職に

ある者のうちから、知事が命ずる。

２ 省略

別表（第３条関係）

１～５ 省略

６ 農林水産部管理局農政課構造改革班長

７～１１ 省略

１２ 教育委員会事務局文化スポーツ部保健スポーツ課長補佐

（副教育長が指定する者に限る。）

（設置）

第１条 総務系業務改革を推進するため、総務部新行政推進局行政

システム改革課に総務事務センター（以下「センター」とい

う。）を設置する。

（組織）

第３条 センターは、次の者をもって組織する。

� 総務部新行政推進局行政システム改革課長補佐の職にある者

� 総務部新行政推進局行政システム改革課システム改革係に属

する職員及び同課に兼務を命ぜられた職員のうちから知事が指

名する者

（センター長）

第４条 センターにセンター長を置き、総務部新行政推進局行政シ

ステム改革課長補佐の職にある者をもって充てる。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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（愛媛県南予地域活性化特別対策本部規程の一部改正）

第１４条 愛媛県南予地域活性化特別対策本部規程（平成１８年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（組織）

第３条 省略

２ 省略

３ 副本部長は、企画振興部長の職にある者をもって充てる。

４ 省略

（幹事会）

第６条 省略

２ 省略

３ 幹事長は、企画振興部地域振興局長の職にある者に知事が命ず

る。

４ 副幹事長は、企画振興部地域振興局地域政策課長の職にある者

をもって充てる。

５～９ 省略

（事務局）

第８条 対策本部の事務を処理するため、企画振興部地域振興局地

域政策課に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、企画振興部地域振興局地域政策課長

の職にある者をもって充てる。

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 総務部管理局市町振興課長

３ 企画振興部管理局総合政策課長

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（愛媛県県有財産管理班規程の一部改正）

第１５条 愛媛県県有財産管理班規程（平成２１年愛媛県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表（第３条関係）

１・２ 省略

３ 企画振興部管理局総合政策課長

４～１１ 省略

（愛媛県広報広聴推進班規程の一部改正）

第１６条 愛媛県広報広聴推進班規程（平成２２年愛媛県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（班長）

第４条 班に班長を置き、企画振興部管理局長 の職にある班員

をもって充てる。

（組織）

第３条 省略

２ 省略

３ 副本部長は、企画情報部長の職にある者をもって充てる。

４ 省略

（幹事会）

第６条 省略

２ 省略

３ 幹事長は、企画情報部管理局長 の職にある者に知事が命ず

る。

４ 副幹事長は、企画情報部管理局企画調整課長 の職にある者

をもって充てる。

５～９ 省略

（事務局）

第８条 対策本部の事務を処理するため、企画情報部管理局企画調

整課 に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、企画情報部管理局企画調整課長

の職にある者をもって充てる。

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 総務部新行政推進局市町振興課長

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

別表（第３条関係）

１・２ 省略

３ 企画情報部管理局企画調整課長

４～１１ 省略

（班長）

第４条 班に班長を置き、企画情報部秘書広報局長の職にある班員

をもって充てる。

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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（愛媛県ＥＶ開発推進班規程の一部改正）

第１７条 愛媛県ＥＶ開発推進班規程（平成２２年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２ 省略

（庶務）

第５条 班の庶務は、企画振興部管理局広報広聴課 において処

理する。

別表（第３条関係）

１ 企画振興部管理局長

２ 省略

３ 企画振興部管理局総合政策課長

４ 企画振興部管理局広報広聴課長

５～１５ 省略

別表（第３条関係）

１～４ 省略

５ 企画振興部地域振興局交通対策課長補佐

６～１６ 省略

（愛媛県行政改革・地方分権戦略本部規程の一部改正）

第１８条 愛媛県行政改革・地方分権戦略本部規程（平成２３年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（事務局）

第７条 戦略本部の事務を処理するため、総務部行財政改革局行革

分権課 に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、総務部行財政改革局行革分権課長

の職にある者をもって充てる。

別表１（第３条関係）

１～４ 省略

５ 企画振興部長

６～２０ 省略

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 総務部行財政改革局長

３ 企画振興部管理局長

４～１５ 省略

１６ 教育委員会事務局管理部長

１７・１８ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

２ 省略

（庶務）

第５条 班の庶務は、企画情報部秘書広報局広報広聴課において処

理する。

別表（第３条関係）

１ 企画情報部秘書広報局長

２ 省略

３ 企画情報部管理局企画調整課長

４ 企画情報部秘書広報局広報広聴課長

５～１５ 省略

別表（第３条関係）

１～４ 省略

５ 企画情報部管理局交通対策課長補佐

６～１６ 省略

（事務局）

第７条 戦略本部の事務を処理するため、総務部新行政推進局行政

システム改革課に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、総務部新行政推進局行政システム改

革課長の職にある者をもって充てる。

別表１（第３条関係）

１～４ 省略

５ 企画情報部長

６～２０ 省略

別表２（第６条関係）

１ 省略

２ 総務部新行政推進局長

３ 企画情報部管理局長

４～１５ 省略

１６ 教育委員会事務局管理部教育総務課長

１７・１８ 省略

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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�愛媛県訓令第７号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令

愛媛県職員被服等貸与規程（昭和５４年愛媛県訓令第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（返納）

第６条 貸与職員は、貸与品の貸与期間が満了した場合、退職した

場合、 当該貸与品の貸与を受けない職務に配置換えとなつ

た場合その他の貸与の事由が消滅した場合は、速やかに当該貸与

品を返納しなければならない。

（臨時貸与）

第７条 第２条第１項の規定にかかわらず、所属長は、非常災害そ

の他の特別な事由により必要があると認める場合は、職員に対

し、その業務遂行上必要と認める被服等を、知事が定めるところ

により期間を指定して臨時に貸与することができる。

２ 所属長は、前項の規定にかかわらず、業務の状況又は被服等の

損耗の程度により、同項の規定により指定した貸与期間を延長す

ることができる。

３ 第２条第２項、第３条、第４条、第５条第１項から第４項まで

及び前条の規定は、第１項の貸与について準用する。

第８条 省略

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

（返納）

第６条 貸与職員は、貸与品の貸与期間が満了した場合、又は退職

し、若しくは当該貸与品の貸与を受けない職務に配置換えとなつ

た場合その他の貸与の事由が消滅した場合は、速やかに当該貸与

品を返納しなければならない。

第７条 省略

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

貸与対象者 品目 数

量

着用

期間

貸与

期間

備

考

貸与対象者 品目 数

量

着用

期間

貸与

期間

備

考

１ 作業員の業

務に従事する

職員

�～� 省略 １ 作業員の業

務に従事する

職員

�～� 省略

� 農林水産

研究所林業

研究センタ

ーに勤務す

るもの

省略 � 農林水産

研究所林業

研究センタ

ーに勤務す

るもの

省略

省略 省略

チェー

ンソー

用防振

手袋

省

略

チェー

ンソー

用防護

手袋

省

略

� 省略 � 省略

２～７ 省略 ２～７ 省略

８ 消防学校に勤務する職員の

うち、教務に従事するもの

作業服 ２ 省略 ８ 消防学校に勤務する職員の

うち、教務に従事するもの

作業服 １ 省略

省略 省略

９～２７ 省略 ９～２７ 省略

２８ 地方局産業振興課産地育成

室又は支局産地育成室に勤務

する職員のうち、ほ場管理業

務に従事するもの

省略 ２８ 地方局産業振興課地域農業

室又は支局地域農業室に勤務

する職員のうち、ほ場管理業

務に従事するもの

省略

２９～３６ 省略 ２９～３６ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県訓令第８号

庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県政策推進班規程を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県政策推進班規程

（設置）

第１条 愛媛県行政組織条例（平成７年愛媛県条例第１７号）に定める部（以下「部」という。）における政策立案機能及び政策調整機能並

びに予算編成機能の強化を図り、もって本県の政策を効果的に推進するため、部に政策推進班（以下「班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 部内の政策立案に関すること。

� 部内の政策調整に関すること。

� 部の予算要求方針の作成に関すること。

� 部の予算案の調整に関すること。

３７ 林業政策課若しくは森林整

備課、地方局森林林業課、支

局森林林業課若しくは久万高

原森林林業課又は農林水産研

究所林業研究センターに勤務

する職員のうち、林業又は森

林に関する現地調査、指導、

工事監督又は工事検査の業務

に従事するもの

省略 ３７ 林業政策課若しくは森林整

備課、地方局森林林業課、支

局森林林業課若しくは久万高

原森林林業課又は農林水産研

究所林業研究センターに勤務

する職員のうち、林業又は森

林に関する現地調査、指導、

工事監督又は工事検査の業務

に従事するもの

省略

省略 省略

チェー

ンソー

用防振

手袋

省

略

チェー

ンソー

用防護

手袋

省

略

３８ 農林水産研究所林業研究セ

ンターに勤務する職員のう

ち、試験研究業務、実習指導

業務又は試験林若しくはほ場

の管理の業務に従事するもの

省略 ３８ 農林水産研究所林業研究セ

ンターに勤務する職員のう

ち、試験研究業務、実習指導

業務又は試験林若しくはほ場

の管理の業務に従事するもの

省略

省略 省略

チェー

ンソー

用防振

手袋

省

略

チェー

ンソー

用防護

手袋

省

略

３９ 農林水産研究所林業研究セ

ンターに勤務する職員のう

ち、樹木管理業務に従事する

もの

省略 ３９ 農林水産研究所林業研究セ

ンターに勤務する職員のう

ち、樹木管理業務に従事する

もの

省略

省略 省略

チェー

ンソー

用防振

手袋

省

略

チェー

ンソー

用防護

手袋

省

略

４０～４６ 省略 ４０～４６ 省略

４７ 地方局建設部又は土木事務

所に勤務する職員のうち、道

路維持の現場作業に従事する

もの

省略 ４７ 地方局建設部又は土木事務

所に勤務する職員のうち、道

路維持の現場作業に従事する

もの

省略

省略 省略

安全眼

鏡

省

略

安全眼

鏡

省

略

防振手

袋

１ 草刈

期

３年
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� 部の予算要求に関すること。

� 部の予算執行の管理に関すること。

� 部の重要事案の調整に関すること。

� 政策の推進に当たっての他部との調整に関すること。

２ 前項に定めるもののほか、企画振興部に設置する班にあっては、県政全般にわたる重要な政策の総合企画及び総合調整に関する事項を

処理する。

（組織）

第３条 班は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。

（職制）

第４条 班に班長を置き、管理局長の職にある班員に知事が命ずる。

２ 班に副班長を置き、幹事課（愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）第６条第１項に規定する幹事課（会計課を除く。）を

いう。以下同じ。）の課長の職にある班員に知事が命ずる。

（職務）

第５条 班長は、上司の命を受け、班員を指揮監督し、班の事務を統轄する。

２ 副班長は、班長を補佐する。

（庶務）

第６条 班の庶務は、幹事課において処理する。

（雑則）

第７条 この訓令に定めるもののほか、班に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ 愛媛県政策・予算班規程（平成７年愛媛県訓令第８号）は、廃止する。

別表（第３条関係）

１ 管理局長

２ 課長

３ 室長

４ 主幹

５ 担当係長（政策推進グループに属するものに限る。）

��������������
�愛媛県訓令第９号

県 民 環 境 部

農 林 水 産 部

愛媛県鳥獣害防止対策班規程を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県鳥獣害防止対策班規程

（設置）

第１条 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止対策を推進するため、農林水産部に鳥獣害防止対策班（以下「班」という。）を設置す

る。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止対策の総合企画、総合調整及び推進に関すること。

� その他鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止対策の推進に関し必要な事項

（組織）

第３条 班は、別表に掲げる職にある者をもって組織する。

（職制）

第４条 班に班長を置き、農林水産部農業振興局長の職にある班員をもって充てる。

２ 班に副班長を置き、農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策室長の職にある班員をもって充てる。

（職務）

第５条 班長は、上司の命を受け、班員を指揮監督し、班の事務を統轄する。

２ 副班長は、班長を補佐する。

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３６４



（庶務）

第６条 班の庶務は、農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策室において処理する。

（雑則）

第７条 この訓令に定めるもののほか、班に関し必要な事項は、班長が定める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

別表（第３条関係）

１ 農林水産部農業振興局長

２ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策室長

３ 県民環境部環境局自然保護課長補佐

４ 農林水産部管理局農政課主幹

５ 農林水産部管理局農業経済課長補佐

６ 農林水産部農業振興局農地整備課技術課長補佐（農林水産部長が指定するものに限る。）

７ 農林水産部農業振興局農産園芸課技術課長補佐（農林水産部長が指定するものに限る。）

８ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策室技術室長補佐

９ 農林水産部農業振興局畜産課技術課長補佐

１０ 農林水産部森林局森林整備課技術課長補佐

１１ 農林水産部水産局水産課技術課長補佐

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する等の規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する等の規則

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（組織）

第２条 事務局に次の表の左欄に掲げる部を置き、これらの部にそ

れぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、これらの課にそれぞれ同表

の右欄に掲げる係を置く。

部 課 係

管理部

教育総務課
総務係 企画調整係 法

令指導係

生涯学習課 省略

文化財保護課
文化財保護係 文化財普及係 埋

蔵文化財係

保健体育課
保健給食係 学校体育係 競技力

向上係

指導部 省略

（組織）

第２条 事務局に次の表の左欄に掲げる部を置き、これらの部にそ

れぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、これらの課にそれぞれ同表

の右欄に掲げる係を置く。

部 課 係

管理部

教育総務課
総務係 予算係 企画調整係 法

令指導係

生涯学習課 省略

指導部 省略

文化振興課
文化施設係 文化企画係 文化事

業係

教育委員会規則

改 正 後 改 正 前
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２ 省略

３ 省略

４ 省略

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２１号まで及び第２５号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

生涯学習課

�～� 省略

文化財保護課

� 文化財の保存に関すること。


 文化財の普及啓発及び活用に関すること。

� 文化財保護審議会に関すること。

� 銃砲刀剣類の審査登録に関すること。

� 埋蔵文化財の発掘調査に関すること。

� 著作権に関すること。

� 国語の普及に関すること。

� 美術館に関すること。

保健体育課

� 学校保健に関すること。


 学校安全に関すること。

� 学校給食に関すること。

� 学校体育に関すること。

� 競技スポーツに関すること。

� ジュニアスポーツに関すること。

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第１号から第４号までの事務に関することに限

る。）。

� 保健体育関係団体に関すること。

省略

文化スポ

ーツ部
文化財保護課

文化財保護係 文化財普及係 埋

蔵文化財係

保健スポーツ課
保健給食係 学校体育係 県民ス

ポーツ係

２ 省略

３ 保健スポーツ課に国民体育大会準備室を置き、同室に総務・企

画係、施設整備係、競技運営係及び競技力向上係を置く。

４ 省略

５ 省略

（各課及び室の所掌事務）

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１６号から第２２号まで及び第２６号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

�～� 省略

� 愛媛県教職員健康審査委員会に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

生涯学習課

�～� 省略

省略

文化振興課

� 文化振興の企画調整に関すること。


 芸術、文化の普及振興に関すること。

� 県民総合文化祭に関すること。
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（職）

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職

員の職は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 主幹

� 室付

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 文化団体の支援育成に関すること。

� 文化事業の推進及び後援に関すること。

� 市町が行う文化施策の支援に関すること。

� 著作権に関すること。

� 国語の普及に関すること。

	 美術館、県民文化会館、生活文化センター及び萬翠荘に関す

ること。

文化財保護課

� 文化財の保存に関すること。

� 文化財の普及啓発及び活用に関すること。

� 文化財保護審議会に関すること。

� 銃砲刀剣類の審査登録に関すること。

� 埋蔵文化財の発掘調査に関すること。

保健スポーツ課（第３号の事務並びに第５号及び第６号の事務の

うち競技力向上対策に関する事務にあっては、国民体育大会準備

室の所掌とする。）

� スポーツ立県の推進に関すること。

� 武道館に関すること。

� 国民体育大会の開催準備に関すること。

� 生涯スポーツ（レクリエーションを含む。）に関すること。

� 競技スポーツに関すること。

� ジュニアスポーツに関すること。

� スポーツ施設に関すること。

� 学校体育に関すること。

	 学校保健に関すること。


 学校安全に関すること。

� 学校給食に関すること。

� 愛媛県スポーツ振興審議会に関すること。


 体育指導委員に関すること。

� 地教行法第２７条の２の規定による求めに対する助言及び援助

に関すること（第８号から第１１号までの事務に関することに限

る。）。

� 保健スポーツ関係団体に関すること。

（職）

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職

員の職は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 事務局付

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

２ 前項第１号から第２３号までの職は事務局職員、同項第２４号から

第２７号までの職はその他の職員をもって充てる。

（事務局に置く職員）

第７条の２ 事務局に副教育長 を置く。

２・３ 省略

（必要に応じて置く職員）

第１０条 必要な課及び室に参事、副参事、主幹、管理主事、指導主

事、社会教育主事、教育専門員、専門員、専門学芸員、科長、主

任、教育主任及び主任学芸員を置く。

２～４ 省略

５ 主幹は、上司の命を受け、グループの事務を掌理し、当該グル

ープに属する職員を指揮監督する。

６ 室付は、上司の特命に係る事務を処理する。

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

（愛媛県総合教育センター管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県総合教育センター管理規則（昭和４１年愛媛県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の職）

第５条 職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略


 担当係長

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第１４号までの職は事務職員又は技術職員を、第

１５号及び第１６号の職はその他の職員をもつて充てる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

２ 前項第１号から第２２号までの職は事務局職員、同項第２３号から

第２６号までの職はその他の職員をもって充てる。

（事務局に置く職員）

第７条の２ 事務局に副教育長及び事務局付を置く。

２・３ 省略

４ 事務局付は、上司の特命に係る事務を処理する。

（必要に応じて置く職員）

第１０条 必要な課及び室に参事、副参事、主幹、管理主事、指導主

事、社会教育主事、教育専門員、専門員、専門学芸員、科長、主

任、教育主任及び主任学芸員を置く。

２～４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

（職員の職）

第５条 職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第１３号までの職は事務職員又は技術職員を、第

１４号及び第１５号の職はその他の職員をもつて充てる。

改 正 後 改 正 前
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（愛媛県立図書館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県立図書館管理規則（昭和５０年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の職）

第４条 図書館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 担当係長

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（愛媛県教職員健康審査委員会規則及び愛媛県スポーツ振興審議会規則の廃止）

第４条 次に掲げる規則は、廃止する。

� 愛媛県教職員健康審査委員会規則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第５号）

� 愛媛県スポーツ振興審議会規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第７号）

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられ、又は課に勤務を命ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、それぞ

れ当該右欄に掲げる職を命ぜられ、又は課に勤務を命ぜられたものとする。

文化スポーツ部文化財保護課埋蔵文化財係長

文化スポーツ部文化財保護課

文化スポーツ部保健スポーツ課保健給食係長

文化スポーツ部保健スポーツ課学校体育係担当係長

文化スポーツ部保健スポーツ課

管理部文化財保護課埋蔵文化財係長

管理部文化財保護課

管理部保健体育課保健給食係長

管理部保健体育課学校体育係担当係長

管理部保健体育課

��������������
�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県県立学校教職員設置規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成２３年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県県立学校教職員設置規則及び愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部を改正する規則

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のよう

別表（第１条の２関係）

１～６ 省略

（職員の職）

第４条 図書館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

別表（第１条の２関係）

１～６ 省略

７ 今治特別支援学校新居浜分校

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第４（第４条関係）

学校名

学校

が行

う教

育の

対象

者

部
修業

年限
学科

生徒

定員

省略

宇和特別支援

学校
省略

新居浜特別支援

学校

知的

障害

者

小学部 ６年

中学部 ３年

高

等

部

本科 ３年 普通科 ４８

備考 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県情報公開条例第３４条第１項の規定による教育委員会が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県教育委員会告示第４号）の一部を次

のように改正し、告示の日から施行する。

平成２３年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

省略

� 財団法人愛媛県文化振興財団（昭和５５年１２月２６日に財団法人

愛媛県文化振興財団という名称で設立された法人をいう。）

� 省略

� 財団法人愛媛県スポーツ振興事業団（昭和４９年１２月２５日に財

団法人愛媛県スポーツ振興事業団という名称で設立された法人

をいう。）

別表第４（第４条関係）

学校名

学校

が行

う教

育の

対象

者

部
修業

年限
学科

生徒

定員

省略

新居浜分校 知的

障害

者

小学部 ６年

中学部 ３年

高

等

部

本科 ３年 普通科 ４８

宇和特別支援

学校
省略

備考 省略

改 正 後 改 正 前

教育委員会告示
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�愛媛県教育委員会告示第３号
愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による教育委員会が定める法人の指定（平成１３年１２月愛媛県教育委員会告示第５号）の一部を次の

ように改正し、告示の日から施行する。

平成２３年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

省略

� 財団法人愛媛県文化振興財団（昭和５５年１２月２６日に財団法人

愛媛県文化振興財団という名称で設立された法人をいう。）

� 省略

� 財団法人愛媛県スポーツ振興事業団（昭和４９年１２月２５日に財

団法人愛媛県スポーツ振興事業団という名称で設立された法人

をいう。）

�愛媛県教育委員会訓令第２号
愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和３２年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

教育委員会訓令

改 正 後 改 正 前

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 省略

� 省略

省略

社会教育課

�～� 省略

� 省略

	 省略


 省略

３ 省略

（職員）

第３条 省略

２ 前項に規定する職員は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局組織

規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）第１０条第４項、第

７項から第１１項まで、第１３項、第１５項及び第１６項に規定する職務

に従事する。

（課及び係）

第１条 省略

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。

総務課

�～� 省略

� 芸術、文化の普及振興に関すること。

� 市町が行う文化施策の支援に関すること。

� 文化活動の支援に関すること。

� 省略


 省略

省略

社会教育課

�～� 省略

� 社会体育に関すること。

	 省略


 省略

� 省略

３ 省略

（職員）

第３条 省略

２ 前項に規定する職員は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局組織

規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）第１０条第４項、第

５項から第９項まで、第１１項、第１３項及び第１４項に規定する職務

に従事する。

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３７１



（愛媛県立図書館処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県立図書館処務規程（昭和３３年愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県総合教育センター処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県総合教育センター処務規程（昭和４１年愛媛県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第５条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第４条 前２条に定めるもののほか、課に主任主事、主事その他の

必要な職を置く。

２ 主任主事、主事その他の職員は、上司の命を受け、事務に従事

する。

第４条 前２条に定めるもののほか、課に 主事その他の

必要な職を置く。

２ 主事その他の職員は、上司の命を受け、事務に従事

する。

改 正 後 改 正 前

（職務）

第２条 省略

２～４ 省略

５ 教育専門員、専門員、係長、担当係長、主任及び教育主任は、

それぞれ組織規則第１０条第１０項及び第１１項、第９条第６項並びに

第１０条第１３項、第１５項及び第１６項に規定する職務に従事する。

６～８ 省略

（職務）

第２条 省略

２～４ 省略

５ 教育専門員、専門員、係長 、主任及び教育主任は、

それぞれ組織規則第１０条第８項及び第９項、第９条第６項並びに

第１０条第１３項 及び第１４項に規定する職務に従事する。

６～８ 省略

改 正 後 改 正 前

（職務）

第２条 省略

２～５ 省略

６ 専門員は、組織規則第１０条第１１項に規定する職務に従事する。

７ 省略

８ 係長、担当係長及び主任は、それぞれ組織規則第９条第６項並

びに第１０条第１３項及び第１５項に規定する職務に従事する。

９～１２ 省略

（職務）

第２条 省略

２～５ 省略

６ 専門員は、組織規則第１０条第９項に規定する職務に従事する。

７ 省略

８ 係長 及び主任は、それぞれ組織規則第９条第６項及

び 第１０条第１３項 に規定する職務に従事する。

９～１２ 省略

改 正 後 改 正 前

（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ愛媛県教育

委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。

以下「組織規則」という。）第９条第２項並びに第１０条第４項、

第１０項及び第１１項に規定する職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１３項に規定する職務に従事する。

５ 省略

６ 教育主任は、組織規則第１０条第１６項に規定する職務に従事する。

７・８ 省略

（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ愛媛県教育

委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。

以下「組織規則」という。）第９条第２項並びに第１０条第４項、

第８項及び第９項に規定する職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１１項に規定する職務に従事する。

５ 省略

６ 教育主任は、組織規則第１０条第１４項に規定する職務に従事する。

７・８ 省略

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３７２



（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第６条 愛媛県美術館処務規程（平成１２年愛媛県教育委員会訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６－１８６
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事及び専門員は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局

組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下「組織規

則」という。）第９条第２項並びに第１０条第４項及び第１１項に規

定する職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１３項に規定する職務に従事する。

５～７ 省略

（職務）

第３条 省略

２ 課長、副参事及び専門員は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局

組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下「組織規

則」という。）第９条第２項並びに第１０条第４項及び第９項に規

定する職務に従事する。

３ 省略

４ 担当係長は、組織規則第１０条第１１項に規定する職務に従事する。

５～７ 省略

改 正 後 改 正 前

（職務）

第３条 省略

２ 省略

３ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ組織規則第

９条第２項並びに第１０条第４項、第１０項及び第１１項に規定する職

務に従事する。

４ 省略

５ 係長、主任及び教育主任は、それぞれ組織規則第９条第６項並

びに第１０条第１５項及び第１６項に規定する職務に従事する。

６ 省略

７ 主任主事は、上司の命を受け、事務に従事する。

８ 省略

９ 省略

（職務）

第３条 省略

２ 省略

３ 課長、副参事、教育専門員及び専門員は、それぞれ組織規則第

９条第２項並びに第１０条第４項、第８項及び第９項に規定する職

務に従事する。

４ 省略

５ 係長、主任及び教育主任は、それぞれ組織規則第９条第６項並

びに第１０条第１３項及び第１４項に規定する職務に従事する。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

人事委員会規則

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

３級 省略

担当係長

３級 省略

担当係長
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事業所の室長補佐

省略 省略

省略 省略 省略 省略

５級 省略

本局室長補佐

省略

５級 省略

室長補佐

省略

省略 省略 省略 省略

９級 省略 ９級 省略

中央病院経営統括監

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

備考 省略

別表第４（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 省略

２級 知事の事務部局 保健所の係長

保健所の担当係長

省略

２級 知事の事務部局 保健所の係長

省略

省略 省略

省略 省略

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

４級 係長

担当係長

省略

４級 係長

省略

省略 省略 省略 省略

備考 省略

別表第６（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

備考 省略

別表第６（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

４級 看護長

担当係長

省略

４級 看護長

省略

省略 省略 省略 省略

備考 省略

別表第１０（第２２条関係）

省略

別紙

備考 省略

別表第１０（第２２条関係）

省略

別紙

省略 省略

備考 １・２ 省略

３ 基準対応年数の欄には、別表第１３及び別表第１４の規定

並びにその他の規程により定められた昇任選考基準にお

ける現職の属する職務の級又は現階級の必要在級年数等

に対応する年数を「８級２年」、「警部３年」等と記入

すること。

備考 １・２ 省略

３ 基準対応年数の欄には、別表第１４及び別表第１５の規定

並びにその他の規程により定められた昇任選考基準にお

ける現職の属する職務の級又は現階級の必要在級年数等

に対応する年数を「８級２年」、「警部３年」等と記入

すること。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県人事委員会規則７－１１１３
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県人事委員会規則７－１１１４
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用地交渉等業務に従事する職員の特殊勤務手当）

第３２条 条例第５３条の人事委員会が定める地方局等

は、本庁農林水産部農業振興局農地整備課、本庁土木部管理局用

地課、地方局産業経済部土地改良主務課及び治山主務課並びに地

方局建設部（土木事務所を含む。）とする。

２・３ 省略

（用地交渉等業務に従事する職員の特殊勤務手当）

第３２条 条例第５３条に定める「人事委員会が定める地方局等」と

は、本庁農林水産部農業振興局農地整備課、本庁土木部管理局用

地課、地方局産業経済部土地改良主務課及び 地

方局建設部（土木事務所を含む。）をいう。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（県警察に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１２条の２ 条例第１９条第１項本文の人事委員会が定める者は、警

察本部刑事部捜査第一課統括検視官（以下「統括検視官」とい

う。）とする。

第１４条 省略

２～１２ 省略

１３ 条例第２０条第１項第１５号に定める手当の額は、作業１回につき

次の区分による額とする。

� 統括検視官が行う検視又は解剖立会いの作業は、３，２００円

� 省略

１４～２４ 省略

（潜水手当）

第３１条 省略

２ 前項の作業に従事した時間の計算については、第１４条第１２項の

規定を準用する。

（災害応急作業等手当）

第３４条の３ 省略

２～９ 省略

（県警察に勤務する職員の特殊勤務手当）

第１２条の２ 条例第１９条第１項本文の人事委員会が定める者は、警

察本部刑事部捜査第一課検視管理官（以下「検視管理官」とい

う。）とする。

第１４条 省略

２～１２ 省略

１３ 条例第２０条第１項第１５号に定める手当の額は、作業１回につき

次の区分による額とする。

� 検視管理官が行う検視又は解剖立会いの作業は、３，２００円

� 省略

１４～２４ 省略

（潜水手当）

第３１条 省略

２ 前項の作業に従事した時間の計算については、第１４条第１４項の

規定を準用する。

（災害応急作業等手当）

第３４条の３ 省略

２～９ 省略
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（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１０ 条例第６２条第２項の人事委員会が著しく危険であると認める区

域は、第１４条第２３項に規定する区域とする。

１１ 省略

（支給期日及び支給方法）

第３６条 条例第２条各号に掲げる特殊勤務手当

は、一の月の分を次の月の給料の支給定日に支給する。

第３７条 削除

様式第６号の３（その２）（第３９条関係） 死体取扱作業従事簿

（統括検視官用）

死体取扱作業従事簿（統括検視官用）

省略

１０ 条例第６２条第２項の人事委員会が著しく危険であると認める区

域は、第１４条第２７項に規定する区域とする。

１１ 省略

（支給期日及び支給方法）

第３６条 条例第２条各号に掲げる特殊勤務手当（漁労手当を除

く。）は、一の月の分を次の月の給料の支給定日に支給する。

第３７条 漁労手当は、１航海の分を当該航海が終了した日の属する

月の次の月の給料の支給定日に支給する。

様式第６号の３（その２）（第３９条関係） 死体取扱作業従事簿

（検視管理官用）

死体取扱作業従事簿（検視管理官用）

省略

省略 省略

備考 省略

様式第８号（第３９条関係） 漁労従事簿

漁労従事簿

年 月分 所属

備考 省略

様式第８号（第３９条関係） 漁労従事簿

漁労従事簿

年 航海分 所属

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

５級 知事の事務部局 省略

主幹

省略

５級 知事の事務部局 省略

構造改革班長

省略

省略 省略

教育委員会の事

務部局

省略

室長補佐

主幹

室付（５級）

省略

教育委員会の事

務部局

省略

室長補佐

省略

省略 省略

６級 知事の事務部局 省略

地方局総務企画部総務県民課長

東予地方局総務企画部総務県民課

消防防災安全室長

省略

省略

６級 知事の事務部局 省略

地方局総務企画部総務県民課長

省略

四国中央保健所企画課長

省略

省略 省略
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教育委員会の事

務部局

省略

副参事

室付（６級）

省略

教育委員会の事

務部局

省略

副参事

省略

省略 省略

省略 省略

８級 省略 ８級 省略

教育委員会の事

務部局

省略

省略

教育委員会の事

務部局

省略

文化スポーツ部長

省略

９級 知事の事務部局 本庁部長

部付（９級）

省略

９級 知事の事務部局 本庁部長

省略

省略 省略

２ 公安職給料表級別職務区分表 ２ 公安職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

３級 係長（３級）又はこれに相当する

小隊長、警察署の課長、交番所長、交番副所長、警

備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若しくは課

付

省略

３級 係長（３級）又はこれに相当する機動捜査隊班長、

小隊長、警察署の課長、交番所長、交番副所長、警

備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若しくは課

付

省略

４級 上席係長（４級）又はこれに相当する小隊長、警察

署の課長、交番所長、交番副所長、警備派出所副所

長、駐在所長、師範、教官若しくは課付

係長（４級）又はこれに相当する

小隊長、警察署の課長、交番所長、交番副

所長、警備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若

しくは課付

省略

４級

係長（４級）又はこれに相当する専門官、機動捜査

隊班長、小隊長、警察署の課長、交番所長、交番副

所長、警備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若

しくは課付

省略

５級 課長補佐（５級）又はこれに相当する監察官室長補

佐、機動鑑識班長、機動捜査隊班長、第一機動隊

長、管区機動隊長、中予方面隊長、東予方面隊長、

南予方面隊長、外事対策室長補佐、航空隊長、警察

署の課長、交番所長、警備派出所長、師範若しくは

教官

上席係長（５級）又はこれに相当する技能指導官、

小隊長、警察署の課長、交番所長、交番副所長、警

備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若しくは課

付

係長（５級）又はこれに相当する 技能指導

官 、小隊長、警察署の課長、交番

所長、交番副所長、警備派出所副所長、駐在所長、

師範、教官若しくは課付

５級 課長補佐（５級）又はこれに相当する監察官室長補

佐、機動鑑識班長 、第一機動隊

長、管区機動隊長、中予方面隊長、東予方面隊長、

南予方面隊長、国際対策室長補佐、航空隊長、警察

署の課長、交番所長、警備派出所長、師範若しくは

教官

係長（５級）又はこれに相当する専門官、技能指導

官、機動捜査隊班長、小隊長、警察署の課長、交番

所長、交番副所長、警備派出所副所長、駐在所長、

師範、教官若しくは課付

６級 省略

専任課長補佐（６級）又はこれに相当する監察官室

長補佐、機動鑑識班長、機動捜査隊班長、第一機動

隊長、管区機動隊長、中予方面隊長、東予方面隊

長、南予方面隊長、外事対策室長補佐、航空隊長、

警察署の課長、交番所長、警備派出所長、師範、教

官、課付、室付、隊付若しくは署付

省略

６級 省略

専任課長補佐（６級）又はこれに相当する監察官室

長補佐、機動鑑識班長 、第一機動

隊長、管区機動隊長、中予方面隊長、東予方面隊

長、南予方面隊長、国際対策室長補佐、航空隊長、

警察署の課長、交番所長、警備派出所長、師範、教

官、課付、室付、隊付若しくは署付

省略
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省略 省略

３ 省略

４ 医療職給料表�級別職務区分表

３ 省略

４ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

２級 知事の事務部局 省略

医幹

保健所の係長

保健所の担当係長

省略

２級 知事の事務部局 省略

医幹

省略

省略 省略

５ 医療職給料表�級別職務区分表 ５ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

４級 知事の事務部局 係長

担当係長

省略

４級 知事の事務部局 係長

省略

省略 省略

省略 省略

６級 知事の事務部局 省略

保健所の技術課長補佐

保健所の主幹

省略

６級 知事の事務部局 省略

保健所の技術課長補佐

省略

省略 省略

７級 知事の事務部局 省略

保健所の課長

省略

７級 知事の事務部局 省略

南予地方局健康福祉環境部健康増

進課長

地方局健康福祉環境部生活衛生課

長

南予地方局健康福祉環境部環境保

全課長

東予地方局健康福祉環境部今治支

局健康増進課長

地方局健康福祉環境部支局生活衛

生課長

東予地方局健康福祉環境部今治支

局環境保全課長

省略

６ 医療職給料表�級別職務区分表 ６ 医療職給料表�級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

４級 知事の事務部局 係長

担当係長

省略

４級 知事の事務部局 係長

省略

省略 省略
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（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第３条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第４条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

６級 知事の事務部局 省略

保健所の技術課長補佐

心と体の健康センター次長

省略

６級 知事の事務部局 省略

保健所の技術課長補佐

省略

７級 知事の事務部局 保健所の課長

省略

７級 知事の事務部局 南予地方局健康福祉環境部八幡浜

支局健康増進課長

省略

７・８ 省略 ７・８ 省略

改 正 後 改 正 前

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、看護専門学校、児童相談所及び身体障害者更生

相談所に勤務する職員並びに市町へ派遣されている職員で、保健

指導若しくは看護等に従事し、又は学生の実習等を指導する保健

師、助産師、看護師及び准看護師であるものに適用する。

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、看護専門学校、児童相談所及び身体障害者更生

相談所に勤務し 、保健

指導若しくは看護等に従事し、又は学生の実習等を指導する保健

師、助産師、看護師及び准看護師である職員に適用する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

部 局 公 職 区 分 部 局 公 職 区 分

知事の事務

部局

省略 知事の事務

部局

省略

省略

主席工事検査専門員

東予地方局総務企画部総務県民課消防

防災安全室長

省略

省略

４種 省略

主席工事検査専門員

省略

四国中央保健所企画課長

省略

４種

省略

省略

主幹

省略

心と体の健康センター次長

心と体の健康センター医監

省略

５種 省略

秘書（課長補佐同格者に限る。）

省略

構造改革班長

省略

心と体の健康センター次長

省略

５種

委員会等の

事務部局

省略

省略

１種 委員会等の

事務部局

省略

教育委員会事務局文化スポーツ部長

省略

１種

省略 省略

省略

教育委員会事務局室長補佐

教育委員会事務局主幹

教育委員会事務局室付

省略

５種 省略

教育委員会事務局室長補佐

省略

５種
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（特地勤務手当等に関する規則の一部改正）

第５条 特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

��������������
�愛媛県人事委員会規則７－１１１５
特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則

特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

警察の事務

部局

省略 警察の事務

部局

省略

省略

警察署副署長（２種及び３種に該当す

る職を除く。）

５種 省略

警察署副署長（２種及び４種に該当す

る職を除く。）

５種

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係） 別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係）

所在地 公署 級別

区分

所在地 公署 級別

区分

省略 省略

越智

郡

省略 越智

郡

省略

上島町岩城３５７０番地

省略

東予地方局産業経済部今

治支局産地育成室普及指

導員岩城駐在所

２級 上島町岩城３５７０番地

省略

東予地方局産業経済部今

治支局地域農業室普及指

導員岩城駐在所

２級

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係） 別表第１ 特地公署（第２条、第３条、附則第８項関係）

所在地 公署 級別

区分

所在地 公署 級別

区分

省略 省略

越智

郡

省略 越智

郡

省略

上島町生名２１２１番地 伯方警察署生名駐在所 ３級

省略

上島町弓削下弓削６９番

地１

上島町生名２１２１番地

省略

伯方警察署弓削駐在所

伯方警察署生名駐在所

２級 省略

上島町弓削下弓削６９番

地１

省略

伯方警察署弓削駐在所

２級

省略 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の特地勤務手当等に関する規則（以下「新規則」という。）別表第１級別区分欄に掲げる級別が改正前の特地勤務手当等に関す

る規則別表第１級別区分欄に掲げる級別より下位である公署にこの規則の施行の日の前日から引き続き在勤している職員の特地勤務手当

の月額は、新規則第３条の規定にかかわらず、同条の規定による特地勤務手当の月額が同日において受けていた特地勤務手当の月額（地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を

受けた職員及び同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった職員（以下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては、同

日に育児短時間勤務職員等であったとしたならば受けることとなった特地勤務手当の月額）（以下「旧特地勤務手当の月額」という。）

に達するまでの間（その期間内に当該公署が移転した場合又は当該公署が特地公署に該当しなくなった場合にあっては、その移転し、又

は該当しなくなった日の前日までの間）、当該旧特地勤務手当の月額に相当する額とする。

��������������
�愛媛県人事委員会規則７－１１１６
職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による給料及び管理職手当に関する規則及び平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措

置に関する規則を廃止する規則を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による給料及び管理職手当に関する規則及び平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特

例措置に関する規則を廃止する規則

次に掲げる規則は、廃止する。

� 職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による給料及び管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１０５２）

� 平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措置に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１０９６）

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
へき地等学校の指定（平成２２年４月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正する。

平成２３年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

人事委員会告示

改 正 後 改 正 前

１ へき地学校

� 小学校の部

１ へき地学校

� 小学校の部

市郡名 学 校 名 級別区分 市郡名 学 校 名 級別区分

省略 省略

越 智 郡 省略 越 智 郡 省略

上島町立生名小学校 ２ 級

上島町立弓削小学校

上島町立生名小学校

省略

１ 級 上島町立弓削小学校

省略

１ 級

省略 省略

大 洲 市 省略 大 洲 市 省略

省略

省略

１ 級 省略

大洲市立田処小学校

省略

１ 級

省略 省略

南宇和郡 南宇和郡 愛南町立西浦小学校 ２ 級

愛 媛 県 報平成２３年４月１日 第２２５５号

３８１



�愛媛県選挙管理委員会告示第２３号
選挙運動に関する収支報告書の閲覧に関する規程（平成２０年３月愛媛県選挙管理委員会告示第１７号）の一部を改正する規程を次のように

定める。

平成２３年４月１日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

選挙運動に関する収支報告書の閲覧に関する規程の一部を改正する規程

選挙運動に関する収支報告書の閲覧に関する規程（平成２０年３月愛媛県選挙管理委員会告示第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規程は、告示の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第２号
愛媛県公営企業組織規程及び愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

愛媛県公営企業組織規程及び愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

（愛媛県公営企業組織規程の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業組織規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

� 中学校の部 � 中学校の部

市郡名 学 校 名 級別区分 市郡名 学 校 名 級別区分

省略 省略

南宇和郡 愛南町立福浦中学校 １ 級

２・３ 省略 ２・３ 省略

選挙管理委員会告示

改 正 後 改 正 前

（閲覧所）

第２条 報告書を閲覧に供するため、次の表に掲げる場所に閲覧所

を置く。

（閲覧所）

第２条 報告書を閲覧に供するため、次の表に掲げる場所に閲覧所

を置く。

１ 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県選挙管理委員会事務局（愛媛県総務部管理局市町振

興課内 ）

１ 松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県選挙管理委員会事務局（愛媛県総務部新行政推進局

市町振興課内）

２～４ 省略 ２～４ 省略

２ 省略 ２ 省略

公営企業管理規程

改 正 後 改 正 前

（病院の組織）

第９条 省略

２ 愛媛県立中央病院には、前項に定めるもののほか、救命救急セ

ンター、総合周産期母子医療センター、愛媛ＰＥＴ―ＣＴセンタ

ー、消化器病センター、がん治療センター、腎糖尿病センター、

脳卒中センター、循環器病センター、総合診療センター、健康診

断センター、災害医療センター、臨床研修センター、手術部、中

（病院の組織）

第９条 省略

２ 愛媛県立中央病院には、前項に定めるもののほか、救命救急セ

ンター、総合周産期母子医療センター、愛媛ＰＥＴ―ＣＴセンタ

ー、消化器病センター、がん治療センター、腎糖尿病センター、

脳卒中センター、循環器病センター、総合診療センター、健康診

断センター、災害医療センター、臨床研修センター、手術部、中
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（愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

央材料部、検査部、放射線部、リハビリテーション部、栄養部、

輸血部、病理診断部、内視鏡室、人工透析室、集中治療室及び地

域医療連携室を置き、事務局に総務課、医事課及び経営企画室を

置く。

３～５ 省略

（病院の職員）

第１４条 病院に次の職員を置く。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 担当係長

� 省略

� 室長補佐

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

! 省略

２ 前項の職員のうち 、副院長、センター長、医局

長、医監、参事、局付、課長、副参事、事務局次長、課長補佐、

経営企画室長、部長、部付、副センター長、医幹、薬剤部次長、

薬剤長、副看護部長、専門員、担当係長、室長、室長補佐、副医

長及び主任は、病院の規模その他の状況により置かないことがで

きる。

３ 省略

央材料部、検査部、放射線部、リハビリテーション部、栄養部、

輸血部、病理診断部、内視鏡室、人工透析室及び集中治療室

を置き、事務局に総務課、医事課及び経営企画室を

置く。

３～５ 省略

（病院の職員）

第１４条 病院に次の職員を置く。

�・� 省略

� 経営統括監

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

 省略

２ 前項の職員のうち、経営統括監、副院長、センター長、医局

長、医監、参事、局付、課長、副参事、事務局次長、課長補佐、

経営企画室長、部長、部付、副センター長、医幹、薬剤部次長、

薬剤長、副看護部長、専門員 、室長 、副医

長及び主任は、病院の規模その他の状況により置かないことがで

きる。

３ 省略
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第３条 愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を次のように改正する。

別表第１行政職給料表の項３級の欄中「○担当係長」を
「○担当係長

に改め、同項５級の欄中「室長補佐」を「本局室長補
○事業所の室長補佐」

佐」に改め、同項９級の欄中「○経営統括監」を削り、同表医療職給料表�の項４級の欄中「○係長」を
「○係長

に改め、同表医
○担当係長」

療職給料表�の項４級の欄中「○看護長」を
「○看護長

に改める。
○担当係長」

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県公営企業事業所処務規則及び愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２３年４月１日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

愛媛県公営企業事業所処務規則及び愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部を改正する訓令

（愛媛県公営企業事業所処務規則の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業事業所処務規則（昭和５７年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（期末手当及び勤勉手当の算定基礎額につき加算を受ける職員及

び加算額の割合）

第７条 別表第２右欄に掲げる区分が１種に該当する職を占める職

員の期末手当及び勤勉手当の算定基礎額の給料月額は、当該給料

月額に次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。

� 局長、病院管理監、病院長（中央病院長に限る。）及び中央

病院事務局長 の職を占める職員 １００分の１２５

� 省略

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

（期末手当及び勤勉手当の算定基礎額につき加算を受ける職員及

び加算額の割合）

第７条 別表第２右欄に掲げる区分が１種に該当する職を占める職

員の期末手当及び勤勉手当の算定基礎額の給料月額は、当該給料

月額に次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。

� 局長、病院管理監、病院長（中央病院長に限る。）、中央病

院事務局長及び経営統括監の職を占める職員 １００分の１２５

� 省略

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

公 職 区 分 公 職 区 分

省略

省略

１ 種

省略

経営統括監

省略

１ 種

省略 省略

省略

本局技幹

発電所長

省略

４ 種

省略

本局技幹

省略

４ 種

省略

省略

５ 種

省略

発電所長

省略

５ 種

公営企業訓令
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改 正 後 改 正 前

（病院の事務局等の所掌事務）

第５条 省略

２ 愛媛県立中央病院の総務課等の所掌事務は、次のとおりとす

る。

総務課 省略

医事課 省略

経営企画室 省略

総合診療部 省略

救急診療部 省略

救命救急センター 省略

総合周産期母子医療センター 省略

愛媛ＰＥＴ―ＣＴセンター 省略

消化器病センター 省略

がん治療センター 省略

腎糖尿病センター 省略

脳卒中センター 省略

循環器病センター 省略

総合診療センター 省略

健康診断センター 省略

災害医療センター 省略

臨床研修センター 省略

手術部 省略

中央材料部 省略

検査部 省略

放射線部 省略

リハビリテーション部 省略

栄養部 省略

輸血部 省略

病理診断部 省略

内視鏡室 省略

人工透析室 省略

集中治療室 省略

地域医療連携室

� 他の医療機関等からの紹介患者の受入れに関すること。

� 他の医療機関等への患者の紹介に関すること。

� 地域医療連携パスに関すること。

� その他地域医療連携に関すること。

３～５ 省略

（病院の職員の職務）

第９条 病院の職員の職務は、次項から第２２項までに規定するとお

りとする。

２・３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

（病院の事務局等の所掌事務）

第５条 省略

２ 愛媛県立中央病院の総務課等の所掌事務は、次のとおりとす

る。

総務課 省略

医事課 省略

経営企画室 省略

総合診療部 省略

救急診療部 省略

救命救急センター 省略

総合周産期母子医療センター 省略

愛媛ＰＥＴ―ＣＴセンター 省略

消化器病センター 省略

がん治療センター 省略

腎糖尿病センター 省略

脳卒中センター 省略

循環器病センター 省略

総合診療センター 省略

健康診断センター 省略

災害医療センター 省略

臨床研修センター 省略

手術部 省略

中央材料部 省略

検査部 省略

放射線部 省略

リハビリテーション部 省略

栄養部 省略

輸血部 省略

病理診断部 省略

内視鏡室 省略

人工透析室 省略

集中治療室 省略

３～５ 省略

（病院の職員の職務）

第９条 病院の職員の職務は、次項から第２３項までに規定するとお

りとする。

２・３ 省略

４ 経営統括監は、院長の特命に係る病院の経営に関する事務を処

理する。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略
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（愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部改正）

第２条 愛媛県公営企業事業所事務決裁規則（平成９年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 薬剤部次長、副看護部長、係長、担当係長、室長、室長補佐、

医長、副医長及び看護長は、上司の命を受け、所掌する事務を管

理する。

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 薬剤部次長、副看護部長、係長 、室長 、

医長、副医長及び看護長は、上司の命を受け、所掌する事務を管

理する。

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 愛媛県立中央病

院、愛媛県立今

治病院及び愛媛

県立新居浜病院

における決裁区

分

愛媛県立

南宇和病

院におけ

る決裁区

分

組

織

名

事務の

種 類

事 項 愛媛県立中央病

院、愛媛県立今

治病院及び愛媛

県立新居浜病院

における決裁区

分

愛媛県立

南宇和病

院におけ

る決裁区

分

院長 専決者 院長 専決

者

院長 専決者 院長 専決

者

事務

局長

課長 事務

局長

事務

局長

課長 事務

局長

総

務

課

１ 省

略

総

務

課

１ 省

略

２ 人

事管

理に

関す

る事

務

１ 院内職員の

身分及び服務

に 関 す る こ

と。

２ 人

事管

理に

関す

る事

務

１ 院内職員の

身分及び服務

に 関 す る こ

と。

� 出張、休

暇、育児休

業等、職務

専念義務の

免除等（職

員の海外出

張及び院長

の県外出張

を除く。）

� 出張、休

暇、育児休

業等、職務

専念義務の

免除等（職

員の海外出

張及び院長

の県外出張

を除く。）

ア 院長、

事 務 局

長

、

○ ○ ア 院長、

事 務 局

長、経営

統括監、

○ ○
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４項

の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

次のとおり指示する。

平成２３年４月１日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 那 須 熊 市

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面（以下

「公共用水面等」という。）において、コイがコイヘルペスウ

イルス病にかかり、又はかかっている疑いがあると愛媛県知事

が認めた場合は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコ

イを持ち出してはならない。ただし、公的機関が試験研究又は

検査に供する場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、してはならない。

ただし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場

合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第８６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南

の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め

じか流し網漁業について、次のとおり指示する。

平成２３年４月１日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 前 田 健 二

１ 指示の内容

� さわら流し網漁業については、５月１日から５月３１日までの

間操業を禁止する。

� さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月３０

日までの間操業を禁止する。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成２３年４月１日から平成２４年３月３１

日までとする。

�������
�愛媛海区漁業調整委員会指示第８７号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、

次のとおり指示する。

平成２３年４月１日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 前 田 健 二

１ 指示の内容

伊共第１０３号第２種共同漁業権漁場（通称「ほぼろ瀬」漁場、

看 護 部

長、事務

局次長、

薬剤部長

又は薬剤

長、課長

及び技師

長に係る

もの

看 護 部

長、事務

局次長、

薬剤部長

又は薬剤

長、課長

及び技師

長に係る

もの

イ・ウ 省

略

イ・ウ 省

略

� 省略 � 省略

２～４ 省略 ２～４ 省略

３～８

省略

３～８

省略

備考 省略 備考 省略

雑 報
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大洲市と八幡浜市の最大高潮時海岸線における境界から山口県八

島洲崎見通し２，０００メートルの点を中心に半径５４０メートル以内の

区域）においては、１月１５日から２月２８日までの間、マコガレイ

を採捕してはならない。

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成２３年４月１日から平成２４年３月３１

日までとする。

平成２３年４月１日 発行
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